
資料⑮

個人情報のため非開示
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４ ． 内 容

（ １ ）  総合訓練

① 目 標

○  発電所対策本部に お け る役割分担、 意思決定プロ セスを認識す ること。 

発電所対策本部各機能班間の 指揮命令系統・連携  

発電所対策本部と現場間の 指揮命令系統・連携  

情報の 収集・整理・伝達に 係る対応能力の 維持・向上 

○  本店対策本部に お け る役割分担、 意思決定プロ セスを認識す ること。 

本店対策本部各機能班間の 指揮命令系統・連携 

情報の 収集・整理・伝達に 係る対応能力の 維持・向上 

オ フ サ イト対応に お け る指揮命令系統・連携 

○  本店対策本部と 発電所対策本部の連携内容を認識す ること。 

本店及び 発電所対策本部内の 各機能班間の 指揮命令系統  

情報の 収集・整理・伝達に 係る対応能力の 維持・向上 

② 実施時期（ 別紙１ スケジュ ール参照）   

２０２３年度は 各発電所の 定期検査等を 踏まえ 、以下の 時期に 実施す る。 

○  川内原子力発電所 ２ ０ ２ ３ 年１ ２ 月１ ９ 日（ 火）（ 予定）

○  玄海原子力発電所 ２ ０ ２ ４ 年 ２ 月２ ７ 日（ 火）（ 予定） 

③ 想定事象  

通常運転中の 状態か ら○  複数号機同時発災を 想定す る。 

○  

○  重大事故等対処設備に加え、 設計基準事故対処設備及び特定重大事故等対処設

備等を用いた事象収束を 想定す る。 

訓練当日は○  コ ン ト ロ ーラ から の状況付与に 加え 、Ｅ ＲＳ Ｓ訓練用模擬データ の

表示に より進行す る。 

④ 内容  

○  要素訓練項目及び中期計画に基づく 訓練項目＊２の組み合わせや 放射性物質の放

出を想定す ることに より、原子力災害発生時に近い状態での対応訓練とす る。 

＊２ 中期計画に 基づ く 訓練項目  

・ ＥＲＣとの 連携訓練  

・ 原子力防災要員等の 動員訓練  

・ 原子力事業者間協力協定等に 基づ く 対応訓練  

・ 発電所支援対応訓練  

・ プ レス対応訓練  

・ 住民避難支援対応訓練 

・ オ フ サ イトセ ン ター 連携訓練  

・ 発電所支援に 係る本店即応セ ン ター との 連携訓練 

シナリオ情報を含むため非開示
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○  こ れまで訓練シナリ オ開発ＷＧ下で現場の対応能力向上を目的に実施し てきた

Ⅱ 型訓練について、 ２ ０ ２ ３ 年度から は総合訓練シナリ オと 連動し て実施する

現場実働訓練で取り 組む。 なお、 実施にあたっ ては、 訓練指標７ に基づき、 資

機材不具合等の場面設定を行う 。

⑤ 訓練への反映項目等  

○  ２ ０ ２ ２ 年度に抽出し た改善項目を考慮し 、訓練内容の検討を 実施す る。（別紙２

参照） 

２ ０ ２ ２ 年度に抽出さ れた今後に向けた改善事項 

（玄海総合訓練） 

発出し たＥ Ａ Ｌ を管理する一覧表の作成等

（川内総合訓練） 

原子力規制庁Ｅ ＲＣ派遣者（ リ エゾン） 対応に係る運用の見直し

発電所対策本部に お け る更なる簡潔・ 明瞭な報告の 実施  

○  他社防災訓練等における良好事例の 反映（別紙３参照） 

２０２３年度に お い て は 、  以下を反映し て、 重点的に確認す るとともに 、継続して 他社

訓練状況の 確認を 実施し、緊急時対応活動の 改善を 図る。 

（ Ｅ ＲＣ 対応） 

ＥＲＣプ ラン ト班へ の ＣＯＰ 等の資料配布状況の確認し た上での説明

（ 状況付与） 

緊急地震速報を 用い た 、地震情報の 本店対策本部内へ の 周知  

（ 備付資料） 

グリ ッ ド 線の追加等備付資料の充実

○  Ｊ Ａ ＮＳＩ 原子力防災訓練発表会に お ける良好事例等の反映（別紙４参照） 

各社か らの 報告内容や ア ドバ イザ リー ボ ー ド（学識経験者等）か らの 助言を 参考に 、以

下を反映し 改善を 図る。 

情報共有シ ー トに 関す るツ ー ル の 充実に 向け た 検討（シ ステ ム化） 

○  第１ ５ 回原子力事業者防災訓練報告会 ２０２３年７月２６日 及び 第２９回原子力規[ ]

制委員会 ２０２３年８月３０日 で の[ ] 評価結果の反映（別紙５、６参照） 

第１５回原子力事業者防災訓練報告会 ２０２３年７月２６日 で 示され た 原子力事業[ ]  

者防災訓練の 評価指標の考え方及び 第２９回原子力規制委員会 ２０２３年８月３０日[ ]

で 了承され た 評価指標の見直し ＊３ など を 対応要員に十分認識さ せる とともに 、必要

に応じ 取組み内容を検討し 今年度訓練に反映す る。 

【評価指標】＊３

＜区分＞  

情報共有・ 通報 

原子力事業者防災訓練の改善への取組

＊３ 評価指標見直し内容に つ い て は 、別紙６参照  

【原子力事業者防災訓練報告会で 示され た 内容等】 

評価指標の見直し ＊３

・『指標 ～ プ ラン ト班との 情報共有』の 評価の 考え 方の 充実2- 1 2- 3 ERC  
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・『指標 要員の 育成・配置』の 新規追加2- 4  

・『指標 確実な通報・連絡の 実施』の 評価の 考え 方の 充実4  

・『指標 緊急時対応組織の 能力の 向上』の 見直し9  

・『指標 訓練結果の 自己評価・分析』の 見直し11  

原子力規制委員会委員等による１ ０ 条確認会議、 １ ５ 条認定会議を行う ため

の適切な情報発信

他事業者の訓練の視察を通じ て、 情報共有におけるＥ ＲＣ プラ ント 班側のニ

ーズの理解

訓練のあり 方及び規制の関与の検討に係る試行等 

○  こ れまでに改善してきた項目に対する継続的な確認項目  

（全般）  

訓練評価チェ ッ ク シート 活用による改善項目等の抽出

事象に応じ た判断ポイ ント 設定による判断能力の確認

緊急時対策本部運営時の心得を意識し た情報共有

本店即応センタ ーにおけるプラ ント 状況の入手方法等の見直し  

情報共有シート の視認性向上 

応急措置の実施報告（ 条報告） において報告すべき内容の周知・ 習熟25  

（ＥＲＣ対応）  

Ｅ ＲＣ対応ブース内の対応体制・ 役割分担の確認

各班から のＥ ＲＣ対応ブースへの速やかな情報提供

Ｅ Ａ Ｌ 判断フ ロ ーによるＥ ＲＣへの説明

Ｅ ＲＣ質問回答票の活用

各班が情報共有シート を作成し 、 説明を加えた発話者のサポート

発話ポイ ント を意識し た情報共有

Ｅ ＲＣ初動対応チェ ッ ク シート の活用

情報共有シート を活用し たＥ ＲＣへの円滑な情報発信

発電所から 入手し た情報の連絡メ モを活用し た発話者のサポート

１ ５ 条認定会議時のＥ ＲＣへの説明内容の充実

１ ０ 条確認会議及び１ ５ 条認定会議時の説明内容の整理

⑥ ２ ０ ２ ３ 年度訓練検証項目（ 別紙７ ）  

訓練目的や 訓練へ の 反映項目等を 踏まえ 、○  ２ ０ ２ ３ 年度の訓練検証項目を設定し、

組織全体として の 緊急時対応能力の 向上を 確認す る。 

正確かつ確実な通報連絡の実施 

⑦ その他  
〇 原子力緊急事態支援組織及び原子力事業者間協力協定等に基づく 他電力への支 

援要請等を実施し 、 他電力等と 円滑な連携を図る。  
訓練結果を踏まえ、緊急時対応能力向上に向けた改善事項を抽出すると と もに、○  
適宜、 中期計画の見直し を実施する。  
訓練あり 方検討の活動を踏まえた対応と し て、 ２ ０ ２ ３ 年度は川内原子力発電○  
所を対象に事業者間ピアレビ ュ ーを実施予定。  
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（ ２ ）  要素訓練 

① 目 標

○  基準及び要領等に基づいて活動が で きること  
各訓練に お け る○  対応者の習熟度の向上

② 実施時期  

別紙１ スケ ジュ ー ル 参照  

③ 内容  

以下の 内容に つ い て 、基準及び 要領等に 基づ い た 活動の 習熟を 目的とし、  「 シナリ オ  

提示型」 訓練を 実施  

〇 訓練 AM  

ア クシデ ン トマ ネ ジメン トを 踏まえ た 対応訓練    

ア クシ デ ン トマ ネ ジメン トを 踏まえ た 事象の進展防止及び影響緩和のために実施

すべき措置を総合的観点から 判断、 選択するこ と ができるよう 対象者の対応

能力向上を 図る。 

緊急時対応訓練○   
全交流動力電源喪失を 想定した 対応訓練 
全交流動力電源喪失時における緊急時対応の 実施 

〇 緊急事態支援組織対応訓練  

緊急事態支援組織（ 美浜原子力緊急事態支援センタ ー） と の連携訓練  

支援要請、資機材輸送（模擬含む ） 

ロボ ッ ト操作の 習熟（発電所又は 後方支援拠点） 

実施場所：玄海原子力発電所 

通報訓練○   

原子力災害発生時の 社内及び社外関係機関への連絡に 関す る訓練を 実施し、原子

力災害発生時の 通報・ 連絡が確実にできるよう 通報・ 連絡者の対応能力向上を

図る。 

原子力災害医療訓練○   

原子力災害発生時の オンサイ ト 医療に係る通報連絡等を 実施、また 管理区域内で

負傷者発生を 想定し、負傷者の搬出、汚染の除去及び応急処置等の 訓練を 実施し、

応急処置等の対応能力向上を 図る。 

モ ニ タリン グ 訓練○   

放射線測定器等を用いた緊急時モニタ リ ング訓練等を実施し 、 緊急時モニタ リ

ングに係る対応能力向上を図る。  

避難誘導訓練○   

緊急事態発生時における避難誘導訓練を実施し 、 適切な避難誘導に係る対応能

力向上を図る。  
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④ 訓練へ の 反映項目等  

〇 ２０２２年度に 抽出され た 以下の項目を考慮し 、 訓練内容の検討を実施す る。 

２０２２年度に 抽出され た 今後に 向け た 改善事項  

・ 別紙２参照  

（ ３ ）  その他訓練 

○  後方支援拠点に 関す る訓練（別紙８参照） 

・ 玄海及び 川内総合訓練時に   後方支援拠点（ 指揮所）と 連携した訓練を計画す る。 

発電所支援に 係る本店即応セ ン タ ー との 連携訓練  

後方支援拠点設置運営訓練 ※ ※１ ２

※ １ 川内に 関す る後方支援拠点設置運営訓練は 、鹿児島県訓練に お け る鹿児 

島県か らの 後方支援拠点設置運営訓練の 参加要請を 想定し、川内総合訓練

時で は なく 、鹿児島県訓練日に 要素訓練として 実施す ることを 計画す る。 

玄海に 関す る後方支援拠点設置運営訓練は 原子力規制庁及び 自衛隊と 連

携す ることを 想定し、玄海総合訓練時で は なく 、別日に 要素訓練として 実施す

ることを 計画す る。 

※ ２ 後方支援拠点設置運営訓練に つ い て は 、総合訓練シ ナ リオ とは 時間的に リ 

ン クしない 訓練とし、即応セ ン タ ー との 連携確認等に つ い て 、総合訓練時に 確

認す る。 

除染訓練  

新た な試み と して 、玄海に お け る後方支援拠点運営訓練の シ ナ リオ と連動した 除

染訓練を 計画す る。 

・ ２０２２年度に 実施した 支援組織と連携した 訓練（訓練あ り方検討に お け る訓練試   

行）時に 抽出した 改善事項を 考慮した 、訓練内容を 検討す る。 

各支社と 連携して 行う複合災害対応訓練（全社訓練）に つ い て は 、関係本部と別途   ○   

検討す る。 

（ ４ ） 改善活動 
〇 訓練で得ら れた気づき事項（ 良好事例含む） は、 Ｃ Ａ Ｐ による改善活動を実施する。

（ ５ ） 訓練計画の見直し  

訓練の 実施時期に つ い て は 、自治体が 主催す る訓練時期等に より必要な場合見直   ○  

す もの とす る。 
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５ ． 訓練体制
（ １ ） 全社体制

（ ２ ） 訓練対応箇所 
各訓練対応箇所  ○  

発電所 

本 店（原子力防災組織） 

原子力 

発電本部 

関係本部 

（送配電会社含む ）

防災訓練 総合訓練  

（中期計画に 基づ く 訓練含む ） 
○  ○  ○  

①要素訓練 ＡＭ訓練  ○  ― ― 

② 緊急時対応訓練 ○  ― ― 

③ 緊急事態支援組織対応訓練 ○  ○  ― 

④ 通報訓練 ○  ○  ○  

⑤ 原子力災害医療訓練 ○  ― ― 

⑥ モ ニ タリン グ訓練 ○  ― ― 

⑦ 避難誘導訓練 ○  ― ― 

そ の 他 後方支援拠点に 関す る訓練  ○  ○  ○  

そ の 他必要な訓練 必要に 応じ 

東京支社

及び

各支店

社 外

関係機関

（ 一部模擬）
本店

即応センタ ー

通報連絡

支援

原子力発電所

通報連絡

通報連絡

通報連絡

通報連絡

後方支援拠点

情報共有

緊急時対応センタ ー

（ Ｅ ＲＣ）

状況報告

質疑応答

非発災発電所

通報連絡

支援

（ 模擬）
要請 報告

原子力総合事務所

通報連絡
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総合訓練対応箇所（具体的な訓練計画に より対応箇所を 決定す る）  ○  
発 電 所   

◎ とりまとめ ：防災課  
本 店 原子力発電本部、関係本部  ( ) 

◎ とりまとめ ：原子力防災グ ル ー プ  
原子力発電グ ル ー プ         

防災訓練  
総合訓練  
（中期計画に 基づ く 訓練含む ） 

対策本部各班 対策本部各班  

要
素
訓
練
項
目

① Ａ Ｍ訓練 対策本部 対策本部   

② 緊急時対応訓練 保修班、運転班、安全管理班 ― 

③ 緊急事態支援組織対応
訓練 原子力防災要員 

総括班 
支援班 
後方支援拠点各班 

④ 通報訓練 総括班、広報班、総務班 総括班、広報班   

⑤ 原子力災害医療訓練 総務班、安全管理班  支援班 
後方支援拠点 

⑥ モ ニ タリン グ 訓練 安全管理班 総括班   

⑦ 避難誘導訓練 総務班  ― 

その

他
訓
練
項
目

とERC の 連携訓練 ― 対策本部各班 

原子力防災要員等の 動員
訓練 対策本部各班 対策本部各班  

原子力事業者間協力協定
等に 基づ く 対応訓練 ― 総括班 

発電所支援対応訓練 非発災発電所 対策本部各班   

プ レス対応訓練 ― 広報班 

住民避難支援対応訓練 ― 総括班、地域支援班 

オ フ サ イ トセ ン タ ー 連携訓
練 オ フ サ イトセ ン ター 参集者 ― 

発電所支援に 係る 本店即
応セ ン タ ー との 連携訓練 非発災発電所 総括班、支援班 

後方支援拠点各班 

６ ． 中期計画 
緊急時対応能力維持・向上   の た め の 中期計画に つ い て は 、必要に 応じ見直しを 実施す ると

ともに 、２０２３年度原子力防災訓練結果を 踏まえ た 評価・改善結果に 基づ き見直しを 検討す る。

なお 、今後は 訓練あり方検討に お い て 、２０２４年度以降に 本運用とす る予定の 「中期計画の 策

定」の 試行結果を 踏まえ た 中期計画に 移行して い く 。 

以 上 
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【２０２３年度 訓練計画】 

訓練の種類 対象者 頻 度 訓練内容 発電所
２０２３年 ２０２４年 

４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 10 月 11 月 12 月 １月 ２月 ３月 ４月 

総合
訓練

防災訓練 
 

発電所の原子力防災要
員、本店の原子力防災要
員 等 

１回／年

放射性物質の放出を伴う事
象を想定し、緊急時体制を
発令し、原子力防災要員及
び緊急時対策要員を非常召
集し、活動を行う。 

玄海 
27 

▽ 

川内 
19 

▽ 

要素
訓練

①ＡＭ訓練
原子力防災管理者、副原
子力防災管理者及び発
電所の原子力防災要員 

１回／年

アクシデントマネジメントを踏
まえた事象を想定し、発電所
の原子力防災要員等による
活動を行う。

玄海 ▽ 

川内 ▽ 

②緊急時対応訓練
発電所の原子力防災要
員 

１回／年
全交流動力電源喪失を想定
し、原子力防災要員による活
動を行う。 

玄海 ▽ ▽ 

川内 ▽ 

③緊急事態支援組織対
応訓練 ※２

発電所及び本店の原子
力防災要員 

１回／年
緊急事態支援組織との連携
について原子力防災要員に
よる活動を行う。 

玄海 ▽ 

川内 ▽ 

④通報訓練
原子力防災管理者、本店
通報連絡責任者 等 

１回／年
社内及び社外関係機関への
連絡に関する訓練を行う。 

玄海 ▽ 

川内 ▽ 

⑤原子力災害医療訓練
発電所原子力防災組織
の 総 務 班 、 安 全 管 理 班 
等 

１回／年

管理区域内で負傷者が発生
したことを想定して、負傷者
の搬出、汚染の除去、応急
処置等の訓練を行う。 

玄海 ▽ 

川内 ▽ 

⑥モニタリング訓練
発電所原子力防災組織
の安全管理班 

１回／年

空間線量当量率測定用サー
ベイメータ、汚染密度測定用
サーベイメータ等を用いて、
緊急時モニタリング訓練等を
行う。

玄海 ▽ 

川内 ▽ 

⑦避難誘導訓練
発電所原子力防災組織
の総務班 等 

１回／年
見学者来訪時に緊急事態が
発生したことを想定して、避
難誘導の訓練を行う。 

玄海 ▽ 

川内 ▽ 

【備考】 

※１ 訓練実施時期については、自治体訓練等を踏まえ適宜見直しを行う。

※２ ロボット受入時期等について、美浜原子力緊急事態支援センターと調整する。

◎
報告

（川内） 

◎
報告

（玄海） 

以下の要素訓練と連動
①ＡＭ訓練
②緊急時対応訓練
③緊急事態支援組織
対応訓練

④通報訓練
⑤原子力災害医療訓練
⑥モニタリング訓練
⑦避難誘導訓練

別紙 １
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別紙２

【 川内原子力発電所（ 総合訓練実施日： ２ ０ ２ ２ 年１ ０ 月２ ５ 日）】  

結果概要 訓練の評価 改善点 次回への対応方針（ 案）  
１ ． 訓練の評価

（ １ ） 総合的な評価

中期計画に基づき訓練計画の策定及び訓練を実施するこ と で、Ｐ ＤＣＡ サイ ク ル

が機能し 、継続的な防災対応能力の向上が図ら れているこ と を以下の活動により 確

認し た。  

・ 原子力防災訓練中期計画における２ ０ ２ ２ 年度の訓練テーマ「 事故収束に向けた

現場実働訓練による判断能力及び実働能力の向上」 について、 現場実働訓練にお

いて、 不測の事態に対し 、 発電所対策本部と 現場作業班が連携し 、 適切な判断及

び対処ができているこ と が確認できたこ と から 、今回の訓練目標は達成でき たと

評価する。  

＜訓練目標（ 訓練テーマ） に対する評価は、 「 （ ２ ） 訓練目標に対する評価」 参照＞

・ 発電所、 本店、 後方支援拠点、 東京支社及び各支店等が連携し 、 原子力災害発生

時に原子力防災組織及び本店原子力防災組織があら かじ め定めら れた機能を 有

効に発揮でき ているこ と が確認でき たこ と から 、 今回の訓練目的の一つである

「 発電所対策本部、 本店対策本部、 後方支援拠点等における役割分担を認識し 、

対策要員が関係機関と の連携を含めた災害対応の実施」 は達成し たものと 評価す

る。  

また、 計器故障によるプラ ント 状況の把握が困難な状況においても、代替手段に

よる対応の検討を実施し 、 必要な事故収束対応を行う こ と が確認でき たこ と か

ら 、 防災対応能力が向上し ていると 評価する。

現場実働訓練においては、 アク セスルート の一部使用不能、 要員の傷病者発生及

び装置の不具合等の不測の事態に対し て代替ルート の選定、要員補充の要否の検

討や傷病者の救護要請及び代替手段を適切に判断し 、迅速かつ正確な現場操作が

実施できていたこ と から 、 防災対応能力が向上していると 評価する。  

＜「 ２ ． 訓練結果の概要及び個別評価」 参照＞

・ 要素訓練の積み重ね及びシナリ オ非提示型訓練への取り 組みを 重ねる ごと に、  

こ れまでの訓練から 抽出さ れた「 今後の原子力災害に向けた改善点」 について、

その対策の効果が確認できていると と もに、 ２ ０ ２ １ 年度玄海・ 川内原子力防災

訓練で抽出し た課題に対する改善が概ね図ら れており 、今回の訓練目的の一つで

ある「 こ れまでの訓練から 改善を図っ た事項の有効性」 が確認でき、 組織全体と

し て緊急時対応能力が向上していると 評価する。  

＜課題に対する評価は、 「 （ ３ ） ２ ０ ２ １ 年度訓練から 改善を図っ た事項の有効性確認」 参照＞

・ 訓練を踏まえ、 今後に向けた課題が抽出さ れたものの、 速やかに要因及び今後の

改善点を検討するこ と ができており 、防災対応能力の継続的な改善が図ら れてい

ると 評価する。 また、 今後に向けて新たな改善点等が抽出さ れたものの、 想定し

た原子力災害に対する事故対応等を行えるこ と が確認できたため、防災対応能力

及び防災体制が十分であるこ と が確認できる訓練結果であっ たと 評価する。  

（ ２ ） 訓練目標に対する評価

今回の訓練目標について、 以下の検証項目によ り 評価を行っ た。  

訓練目標に対する全体的な評価と し て、 発電所対策本部、 本店対策本部、 Ｅ ＲＣ
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結果概要 訓練の評価 改善点 次回への対応方針（ 案）  
間において、想定し た事故対応等の情報共有が原子力災害対策活動に支障なく 行え

るこ と が確認できたため、 整備し ている体制が十分であるこ と を確認し た。 また、

こ れまでの訓練等で改善を図っ た対策の効果を認識し た対応が行えており 、情報共

有に関する運用が習熟さ れているこ と を確認できたこ と から 、今回の訓練目標は達

成できたと 評価する。  

・ 現場実働訓練において、 不測の事態等の発生を認知し、 当該事象に対して、 適切

な判断及び対処が行えるこ と  

現場実働訓練において、 作業班員１ 名の体調不良、 アク セスルート の一部使用

不能や給水用ホースの不具合が生じ るものであっ たが、 本部の作業班長は、 現場

作業リ ーダ ーと 連携を図り 、体調不良者の救護や作業への影響を考慮し た交代要

員の派遣、 代替ルート の選定及び予備品への取替を判断し 、 現場作業リ ーダ ーに

適切な指示がおこ なえていた。 現場作業班員は、 現場作業リ ーダ ーから の指示に

対し て迅速かつ適切な対応が行えていた。  

こ れら のこ と から 、 発電所対策本部及び現場作業班は、 不測の事態に対し 、 的

確に事態を認知し 、当該事象に対し て連携し た適切な判断及び対処が行えていた

ものと 評価する。  

（ ３ ） ２ ０ ２ １ 年度訓練から 改善を図っ た事項の有効性確認

２ ０ ２ １ 年度から 以下の改善を図り 、 いずれも有効に機能するこ と を確認し た。  

２ ０ ２ １ 年度訓練における今後の改善点 今回の訓練への反映状況及び今後の対応

Ｅ ＲＣと の 条確認会議及び 条認○ 10 15
定会議時において 、 説明すべき 内容

（ 発生事象、事象進展の予測、 収束へ

向けた対応状況など ） について、会議

時の説明内容を 整理し た フ ォ ーマ ッ

ト の作成を検討する。  
＜２ ０ ２ １ 年度川内報告書課題１ 関連＞

状況、 事故収束対応、 進展予測等を整理○
し た発話整理表を作成し 、 発話者が説明

すべき 内容を 会議の説明者に説明する

こ と ができていた。 また、 説明者は発話

整理表に 記載さ れた 内容を 基に Ｅ Ｒ Ｃ

へ説明するこ と により 10 条確認会議及

び 15 条認定会議にて説明すべき内容を

的確に発話できていた。 こ れにより 、 Ｅ

Ｒ Ｃ への簡潔な説明に 効果的であっ た

こ と から 、 一定の有効性を確認できた。

今後も、 訓練において状況を確認し 、 更□
なる改善を検討し ていく 。

応急措置の実施報告（ 条報告） に記○ 25
載する事項（ 設備機器の状況、 故障機

器の応急復旧、 拡大防止措置等の時

刻、 場所、 内容等） について、 具体的

な記載内容を整理し 、関係者に周知す

ると と もに、通報訓練（ 要素訓練） 等

を通し て習熟を図る。  
＜２ ０ ２ １ 年度川内報告書課題２ 関連＞

条報告に記載すべき 内容を具体的に○ 25
整理し、 勉強会等を 通じ て関係者へ周知

し 、 通報訓練（ 要素訓練） 等により 習熟

を図っ た。 今回の総合訓練時においても

適切な間隔で報告し 、 また、［ 電源］［ 冷

やす］［ 閉じ込める］ など情報の種別毎に

分かり やすく 記載すると と もに、 設備機

器の状況、 故障機器の応急復旧等報告す

べき 内容を 記載でき て いる こ と を 通報

文にて確認できたこ と から 、 今回の対策

について一定の有効性を確認できた。  

今後も、 訓練において状況を確認し 、 更□
なる改善を検討し ていく 。
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結果概要 訓練の評価 改善点 次回への対応方針（ 案）  

２ ． 訓練結果の概要及び個別評価

今回の訓練では、 複数号機同時発災に加え、 放射性物質の放出を伴う 事象を想定し

た。 こ の訓練想定において、 新型コ ロ ナウ イ ルス感染症対策と して、 マスク の着用や

パーティ ショ ンの設置等を実施した中でも、 対応要員が連携し 、 川内原子力発電所原

子力事業者防災業務計画、 関係手順等に基づく 活動が実施できており 、 原子力防災組

織及び本店原子力防災組織があら かじ め定めら れた機能を有効に発揮できる こ と を

確認し た。  

また、 ２ ０ ２ １ 年度の川内原子力防災訓練時（ ２ ０ ２ ２ 年１ 月１ ８ 日実施分） に抽

出し た課題に対し て改善内容の検証を 行い、 対策が概ね有効であっ たこ と を 確認し

た。  

＜「 １ ．（ ３ ） ２ ０ ２ １ 年度訓練から 改善を図っ た事項の有効性確認」 参照＞ 

なお、防災対応能力の向上を図るための改善点と し て、 原子力規制庁Ｅ ＲＣ 派遣者

（ リ エゾン） 対応に係る運用の見直し 及び発電所対策本部における更なる簡潔・ 明瞭

な報告に関する改善検討等を行う こ と と し た。  

＜【 課題１ 】【 本店即応センタ ー】（ ４ ） Ｅ ＲＣと の連携訓練 参照＞  

＜【 課題２ 】【 川内原子力発電所】（ 発電所対策本部の活動） 参照＞  

【 本店即応センタ ー】

（ １ ） 通報訓練 

・ 異常事象、 警戒事態、 原災法第１ ０ 条、 第１ ５ 条に

該当する事象の発生及び応急措置の報告（ 原災法第

２ ５ 条報告）に伴う 社内関係箇所、社外関係機関（ 国

及び関係機関） へ発電所が発信し た通報連絡文の着

信確認を実施。（ 一部の通報連絡先への通報につい

ては模擬）  

・ 異常事象、 警戒事態、 原災法第１ ０ 条、 第１ ５ 条に該当する事象等の通報連絡につい

て、 Ｅ Ａ Ｌ が複数同時に発生する厳し い発災状況下においても、 社内関係箇所及び社

外関係機関への着信確認が通報連絡に係る手順どおり 確実に実施できており 、通報連

絡における対応が定着し ているものと 評価する。  

（ ２ ） 緊急事態支援組織対応訓練 

・ 美浜原子力緊急事態支援センタ ー（ 以下「 支援セン

タ ー」 と いう 。） に、「 原子力緊急事態支援組織の共

同運営に関する協定」 に基づく 支援要請を実施。  

（ 要員の移動及び資機材輸送は模擬 要素訓練にて実[

施済 ）]  

・ 支援センタ ーから の要員派遣及び資機材の提供に関する連携のための手続き、連絡事

項が理解できており 、 支援要請における対応が定着しているものと 評価する。  

（ ３ ） モニタ リ ング訓練 

・ 発電所から 放射線量の測定状況・ 測定結果等のモニ

タ リ ング情報を入手すると と もに、 本店即応センタ

ー内への報告及び後方支援拠点への情報共有を 実

施。  

・ モニタ リ ング情報の入手及び報告・ 共有が遅滞なく 正確に実施するこ と ができており 、

発災時に放射線量及び放射性物質の監視状況を本店即応セン タ ー内及び後方支援拠

点へ共有するこ と ができ る仕組みが定着し ているものと 評価する。  

（ ４ ） Ｅ ＲＣと の連携訓練 

・ 発電所から 入手するプラ ント 状況等について、 本店

即応センタ ーと Ｅ ＲＣ プラ ント 班と の間で、 統合原

子力防災ネッ ト ワーク （ Ｔ Ｖ 会議システム等） を通

じ て情報共有を実施。  

・ Ｅ ＲＣ対応ブースは、 Ｔ Ｖ 会議システム、 書画装置、 Ｅ ＲＳＳ 等の活用に加え、 連絡

メ モ 等を活用し た各班から Ｅ Ｒ Ｃ対応ブースへのサポート が効果的に機能するこ と

で迅速な報告がなさ れており 、 全体と し て情報共有は概ね行えていたものと 評価す

る。 また、 条確認会議及び 条認定会議において、 発話整理表に基づきＥ ＲＣへ10 15

説明するこ と により 、 説明すべき内容を的確に発話できていたこ と を確認し た。  

・ こ れま での訓練の課題等を踏まえた改善の取組み（「 優先すべき報告内容のポイ ント

（ 発話ポイント ） の整理」、「 本店即応センタ ー内情報共有に関する役割分担等の要領

への明記」、「 情報共有シート の整備」、「 Ｅ ＲＣ対応ブース初動対応チェ ッ ク シート の

整備」 など） が概ね有効に機能し、 Ｅ ＲＣへの簡潔かつ正確な情報共有の改善が図ら

れているものと 評価するが、 原子力規制庁Ｅ ＲＣ 派遣者（ リ エゾン） 対応に係る運用
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結果概要 訓練の評価 改善点 次回への対応方針（ 案）  
の見直し による更なる対応能力向上を図るため、 以下の改善点を抽出し た。  

【 課 題 １ 】 Ｅ ＲＣ プラ ン ト 班より リ エ ゾン が受けた重要度の低い質問に対し

て、本店即応センタ ーの発話者より Ｅ ＲＣ へＴ Ｖ 会議で回答する場

面があり 、プラ ント 状況の変化等重要度の高い情報の提供が遅れる

おそれがあっ た。  

（ 原因・ 要因） 当社の情報伝達の運用では、 リ エゾン経由の質問を受けた本店即応

セン タ ーのリ エゾン連絡担当者は同セン タ ー内の質問対応者へ回

答作成を依頼し、質問対応者は作成し た回答をすべて発話者へ提供

し 、 Ｔ Ｖ 会議で回答するものと し ていた。

（ 改 善 点）   

Ｅ ＲＣプラ ント 班より リ エゾン経由で受けた

質問は、 重要度に応じ てＴ Ｖ 会議で回答する

質問と リ エ ゾン 経由で回答する 質問に選別

し 、 重要度の低い質問はリ エゾン経由で回答

するよう 情報伝達の運用を見直す。 ま た、 質

問回答シート のフ ォ ーマッ ト を見直し 、 Ｔ Ｖ

会議で回答する質問と リ エゾン経由で回答す

る質問を識別できるよう にする。  

情報フ ロ ーを見直し 、重要度の低

い質問はリ エ ゾン 経由で回答す

る運用と し 、また、質問回答シー

ト のフ ォ ーマ ッ ト を 玄海訓練ま

でに見直し た。玄海訓練にて改善

を確認し た。継続し て訓練におけ

る改善状況を確認する。  

（ ５ ） 原子力防災要員等の動員訓練 

・ 本店即応センタ ーへの原子力防災要員等の非常召集

訓練を実施。  

・ 本店対策本部の体制を確立する訓練を実施。  

・ 緊急時体制の発令を受け、本店館内放送による本店即応センタ ーへの原子力防災要員

等の非常召集及び体制の確立が遅滞なく 行えており 、緊急事態における各要員の行動

が定着し ているものと 評価する。  

（ ６ ） 原子力事業者間協力協定等に基づく 対応訓練 

・ 原子力事業者間協力協定等における当社発災時の幹

事会社である四国電力株式会社に、 同協定等に基づ

く 協力要請等を実施し 、 本店即応センタ ーに派遣さ

れた 先遣隊１ 名と 支援のためのプ ラ ン ト 状況の情

報共有を実施。  

・ 幹事会社と の要員及び資機材の協力要請・ 調整や本店即応センタ ーに派遣さ れた先遣

隊１ 名と のプラ ント 状況の情報共有が事業者間連携に係る手順ど おり に行えており 、

整備している手順が今回の訓練シナリ オにおいても有効に機能するこ と を確認した。  

（ ７ ） 発電所支援対応訓練 

・ 発電所の発災状況を把握し、 技術的支援や物資支援

等の検討・ 準備を実施すると と もに、 支援状況につ

いて、 本店即応センタ ー内、 発電所対策本部及び非

発災発電所（ 玄海原子力発電所） で情報共有を実施。 

・ 原子力災害時の負傷者発生に対する発電所構内の医

療体制確立に係る連絡を実施。  

・ 発電所発災状況に対し 、 事象進展予測や燃料補給等、 発電所において実施さ れる活動

の支援対応が確実に行えており 、支援状況が遅滞なく 伝達できているこ と から 、 各班

が連携できる体制が整備さ れ、 支援対応が定着し ているものと 評価する。  

・ 本店から 非発災発電所に、社内Ｔ Ｖ会議による事故時の情報共有を行う 仕組みが有効

に機能し 、非発災発電所から の要員派遣等の支援対応が遅滞なく 行えているこ と を確

認し た。  

・ 本店対策本部は原子力安全研究協会に対し 、警戒事態発生に伴う 派遣準備要請及び施

設敷地緊急事態発生に伴う 派遣要請が実施できており 、オンサイト 医療体制構築に係

る連絡体制が有効に機能するこ と を確認し た。  

（ ８ ） プレス対応訓練 

・ 発電所の発災状況に応じ たプレス資料を 作成し、 社

内関係箇所及びＥ ＲＣ 広報班（ 模擬） と の共有及び

当社ホームページ掲載までの手順確認を実施。  

・ 複数号機同時発災を想定し た事象に対し、 本店即応センタ ーに発電所の発災及び応急

措置情報を入手できる体制が整備さ れ、 プレス資料の作成、 Ｅ ＲＣ広報班（ 模擬） と

のプ レス資料の共有が遅滞なく 実施できていた。 こ れに加え、 当社ホームページ掲載

までの一連の対応を確認し た結果、 発電所の状況、 外部への影響等を公表する仕組み

が機能するこ と を確認し た。  

（ ９ ） 住民避難支援対応訓練 

・ Ｉ Ｐ 無線等を活用し た指揮命令・ 連絡訓練及び福祉

車両操作訓練を実施。  

・ Ｐ ＡＺ 内の要支援者避難支援に係る福祉車両の実走

行による避難経路や所要時間の確認を実施。  

・ Ｉ Ｐ 無線での指揮命令・ 連絡が遅滞なく 行えていると と もに、 福祉車両の操作が確実

に実施できており 、 住民避難支援対応が習熟し ているこ と を確認した。  

・ 災害時の避難経路、 避難支援手順及び訓練当日の道路状況等を踏まえた所要時間の確

認が実施できており 、当社が行う 要支援者の避難支援対応に係る各要員の行動が定着

し ているものと 評価する。  

【 後方支援拠点】  

（ １ ） 発電所支援に係る本店即応センタ ーと の連携訓練 

・ 本店即応センタ ーと 社内Ｔ Ｖ 会議を接続し 、 プラ ン

ト 状況の共有や、 発電所支援に係る連携を実施。  

（ 現地設置運営は模擬 要素訓練にて実施済 ）[ ]  

・ 本店対策本部は事象進展状況を 踏ま え、 後方支援拠点の設置を速やかに判断し た。 ま

た、 後方支援拠点は、 社内Ｔ Ｖ 会議等により 、 プラ ント 状況や発電所支援に係る情報

の入手、 後方支援拠点が保有する資機材等の準備状況を報告するなど 、 発電所支援に

係る本店即応センタ ーと の継続した情報共有が確実に行えており 、発電所支援に係る
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連携が定着しているものと 評価する。  

【 川内原子力発電所】  

（ 発電所対策本部の活動）  

・ 発災事象に応じ た体制の発令及び体制の確立、 発電

所対策本部及び各機能班における プ ラ ン ト 状況の

収集、 発電所対策本部内での情報共有、 通報連絡及

び特定重大事故等対処施設も 考慮し た応急措置の

活動を実施。  

・ 訓練シナリ オの中で緊急時対策本部要員が事象収束

のための手段を判断する判断ポイ ント （ 原子炉冷却

材漏えい、 全交流動力電源喪失、 機器故障等発生時

で対応手段を 判断する必要がある 分岐点） を 踏ま

え、 緊急時対策本部要員の判断能力の確認を実施。  

・ 発電所対策本部は速やかに体制の発令及び体制の確立が実施でき、 ま た、 事故収束に

向けての戦略は特定重大事故等対処施設の活用も考慮し たう えで立案し 、各機能班へ

戦略に基づく 対策を指示すると と もに、各機能班から の対策実施状況やその結果の報

告を 随時受けており 、 最新情報の共有等が行えているものと 評価するが、情報が輻輳

し ている場面での情報共有の更なる対応能力向上を図るため、以下の改善点を抽出し

た。  

【 課 題 ２ 】 対策本部内で情報が輻輳し 、 報告事項が同時期に重なる場合に一つ  

一つの報告に時間がかかると 、報告すべき 事項がタ イ ムリ ーに報告

さ れず、 対応が遅れる可能性がある。  

（ 原因・ 要因） 対策本部において、 事故収束に向けた多様な戦略の検討及び対策の

実施に関する協議がなさ れている状況で、報告事項が同時期に重な

り 、 報告する者の簡潔・ 明瞭な報告が行われなかっ たため、 他の報

告すべき事項がタ イ ムリ ーに報告できていない場面があっ た。  

・ 発電所対策本部は、 プラ ント や系統の状態に応じ た設備状況シート 、 概略系統図、 Ｅ

Ａ Ｌ 整理表等を有効に活用する と と もに、 大画面マ ルチモニ タ 等を用いて状態の把

握、 情報の共有ができるこ と を確認し た。  

・ 発電所対策本部において、 判断ポイ ント（ 各分岐点） ごと に事象を踏まえた事故収束

のための各対応手順に基づく 戦略を検討し 、 最適な手段の選択を判断し ており 、 今回

の想定事象における判断能力及び対応能力を有し ているものと 評価する。  

（ 改 善 点）   

対策本部内での確実かつタ イムリ ーな情報共

有を行う ため、 対策本部内での発話が簡潔・

明瞭になるよう 発話ポイ ント を整理し 、 勉強

会などで周知する。 また、 報告事項が同時期

に重なる場合は、 本部長又は各号炉指揮者が

報告順を指示し 、 重要な報告が遅れるこ と の

ないよう 統制を行う 。 こ れら について、 今後

実施する訓練などを通じ 優先順位を意識し た

簡潔・ 明瞭でタ イ ムリ ーな報告が行えるよう

習熟を図る。  

対策本部内での発話ポイ ン ト を

整理し 、関係者へ周知する。また、

対策本部内の発話が簡潔・ 明瞭と

なる よ う 勉強会等を通じ て 習熟

を図る。  

（ 発電所各機能班の活動）  

・ 各機能班は、原子力災害情報システムの記載要領（ 入

力例等） を活用し て、 原子力災害情報システムの時

系列へ主要事象を入力するこ と で、 本店等と の情報

共有を実施。  

・ 総括班は、 発電所対策本部の運営、 情報収集・ 共有

及び通報連絡すべき事項の選別を実施。 また、 通報

連絡に係る手順に基づく 経路での通報連絡を実施。  

・ 安全管理班は、 発電所内外の放射線・ 放射性物質測

定状況把握及び緊急時モニタ リ ング開始等の指示・

連絡を実施。  

・ 保修班は、設備の故障原因調査、復旧計画を策定し 、

緊急時対応（ 電源確保、 水源確保、 可搬型ディ ーゼ

ル注入ポンプによる蒸気発生器への給水準備等） の

実施を指示すると と もに、 そ の実施状況を把握し 、

発電所対策本部内に共有を実施。  

・ 運転班及び運転支援班は、 緊急時対策支援システム

（ Ｅ ＲＳＳ） に伝送さ れた訓練用模擬データ 及びコ

ント ローラ から の状況付与により 事象を判断し 、 発

電所対策本部へプラ ント 状況の報告を実施。  

・ 土木建築班は、 地震発生による原子炉施設やアク セ

スルート の損傷の有無の確認について指示・ 連絡を

実施。  

・ 今回の訓練想定において、各機能班の対応要員が川内原子力発電所原子力事業者防災

業務計画、 関係手順等に基づく 活動を行い、 相互に連携するこ と で、 発電所対策本部

があら かじ め定めら れた機能を有効に発揮できているこ と から 、今回想定し たシナリ

オに応じ た原子力災害発生時の対応能力を有し ているものと 評価する。  
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・ 広報班は、 展示館来館者への避難指示及び自治体へ

の通報連絡を実施。  

・ 総務班は、発電所対策本部構成員の動員状況の把握、

避難指示・ 避難者の誘導、 負傷者発生時における状

況確認、 火災発生時における消火活動等を実施。  

（ １ ） Ａ Ｍ訓練 

・ Ａ Ｍ（ アク シデント マネジメ ント ） を踏まえた事象

を想定し、 プラ ント の状態及び緊急時対策支援シス

テム（ Ｅ ＲＳＳ ） での監視内容を踏まえ、 事象進展

を 予測し 重大事故等発生時に おける 対応策の検討

を実施。  

・ 運転支援班は、重大事故等対策を踏まえた事象の拡大防止及び影響緩和のために実施

すべき措置について、プラ ント 状況の把握と 使用可能設備の能力や効果等を総合的観

点から 判断・ 選択し、 発電所対策本部への報告を行っ た。 また、 こ れに加え、 運転班

の支援も実施できており 、事象進展予測と 重大事故等発生における対策の検討、立案、

報告、 支援等の必要な対応が定着し ているものと 評価する。  

・ 発電所対策本部は、炉心損傷判断を行う 格納容器内高レンジエリ アモニタ（ 高レンジ）

が監視できない事象に対し 、 関連パラ メ ータ により 計器故障と 判断し 、 事故対応に係

る手順に基づく 代替手段と し てバッ ク アッ プパラ メ ータ ＊ を用い、 速やかに炉心損1

傷判断が実施できているこ と から 、緊急時における判断能力及び対応能力を有し てい

るものと 評価する。  

・ 発電所対策本部は、 蒸気発生器給水機能喪失時のＥ ＡＬ 判断を行う 蒸気発生器狭域水

位計の一部が監視できない事象に対し 、 関連パラ メ ータ により 計器故障と 判断し 、 事

故対応に係る手順に基づく 代替手段と してバッ ク アッ プパラ メ ータ ＊ を用い、 速や2

かにＥ Ａ Ｌ の判断が実施できているこ と から 、緊急時における判断能力及び対応能力

を有しているものと 評価する。

＊１ 特重施設を構成する設備（ 計器）、オフ サイ ト モニタ 、格納容器内高レンジエリ 

アモニタ （ 低レン ジ）

＊２ 蒸気発生器広域水位、 １ 次冷却材低温側温度、 １ 次冷却材高温側温度 

（ ２ ） 緊急時対応訓練 

・ 現場実働訓練と し て、１ 号機事故シナリ オと 連動し 、

発電所対策本部から の指示を受け、 補助給水機能喪

失が発生し た 場合における 蒸気発生器への代替給

水のため、 可搬型ディ ーゼル注入ポンプによる蒸気

発生器への給水準備を実施。  

なお、 訓練にあたり 、 本設機器へ直接影響が生じ る

操作は模擬と し た。  

・ 原子力防災要員は、 発電所対策本部への報告・ 連絡や定めら れた配置での対応が緊急

時対応に係る手順どおり に行えており 、整備し ている手順が有効に機能するこ と を確

認し た。  

・ 原子力防災要員は、 作業安全を考慮し 、 可搬型ディ ーゼル注入ポンプによる蒸気発生

器への給水準備作業が確実に行えており 、 操作の習熟ができているこ と を確認した。  

・ 原子力防災要員は、 訓練状況に応じ た対応機器の現場確認、 操作開始等について、 発

電所対策本部と の連携が問題なく 行えており 、緊急時対応に係る対応が定着し ている

ものと 評価する。  

・ 現場実働訓練においては、 要員の傷病者発生、 アク セスルート の一部使用不能、 装置

の不具合等（ コ ント ロ ーラ から の状況付与） が生じ るものであっ たが、 発電所対策本

部は現場作業リ ーダ ーと 連携を図り 、準備作業への影響を考慮した要員補充の要否検

討や最適な代替ルート 及び代替手段を判断し 、現場作業リ ーダ ーへ適切な指示を行っ

た。現場作業班は現場作業リ ーダ ーの指示に対し て迅速かつ適切な対応が行えており

緊急時対応能力の維持・ 向上が図ら れているものと 評価する。  

（ ３ ） 通報訓練 

・ 異常事象、 警戒事態、 原災法第１ ０ 条、 第１ ５ 条に

該当する事象の発生及び応急措置の報告（ 原災法第

２ ５ 条報告）に伴う 社内関係箇所、社外関係機関（ 国

及び関係機関） への通報連絡と し て、 正確な通報連

絡文の作成、 Ｆ ＡＸ 送信及び通報連絡先への着信確

認を 実施。（ 一部の通報連絡先への通報については

模擬）  

・ 総括班は、 異常事象、 警戒事態、 原災法第１ ０ 条、 第１ ５ 条に該当する事象及び応急

措置の報告（ 原災法第２ ５ 条報告） の通報連絡文について、 複数号機同時発災の状況

下においても正確に作成できており 、通報連絡文作成の対応が定着し ているものと 評

価する。  

・ 通報連絡文作成後に、 発電所対策本部による確認を受けるこ と で、 正確な通報連絡文

の発信が行われており 、 通報連絡文確認機能が有効に発揮さ れているものと 評価す

る。  
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結果概要 訓練の評価 改善点 次回への対応方針（ 案）  
・ 総括班、 広報班、 総務班及び発電用原子炉主任技術者は、 複数号機同時発災の状況下

においても、 全１ ６ 報（ 計画１ ５ 報） の通報連絡文を発信し 、 社内関係箇所及び社外

関係機関への連絡が通報連絡に係る手順どおり に確実に実施できており 、通報連絡に

おける対応が定着しているものと 評価する。  

なお、 最初に判断し た原災法第１ ０ 条、 第１ ５ 条に該当する事象について、 目標時間

（ １ ５ 分） 以内に通報連絡が実施できたこ と を確認した。  

（ 参考） ＜原災法第１ ０ 条及び第１ ５ 条事象に係る通報連絡の実績＞ 

判断時刻 通報内容 ※ １ 送信時刻 所要時間  ※ ２

14: 34 

原災法第１ ０ 条 

（ 原子炉冷却材漏えい時における非常用 

炉心冷却装置による一部注水不能）  

［ ２ 号機］  

分14: 43 9  

15: 24 

原災法第１ ５ 条 

（ 原子炉冷却材漏えい時における非常用 

炉心冷却装置による注水不能）  

［ ２ 号機］  

15: 33 分9  

※ １ 最初に判断し た原災法第１ ０ 条、 第１ ５ 条に該当する事象の通報実績を記載 

※ ２ 目標時間（ １ ５ 分） 内を目途に通報連絡を実施 

（ ４ ） モニタ リ ング訓練 

・ 原災法第１ ０ 条事象発生に伴う 緊急時モニタ リ ング

と し て、 緊急時対策所のエリ アモニタ 設置及び可搬

型エリ アモニタ による放射線量の測定を実施。  

・ 安全管理班は、 発電所対策本部から の指示に従い、 緊急時モニタ リ ングに係る手順ど

おり に、 迅速かつ確実にモニタ リ ング活動が行えていた。 併せて、 発電所対策本部へ

の報告・ 連絡も緊急時対応に係る手順どおり に行えており 、 整備し ている手順が有効

に機能するこ と を確認し た。  

・ 目的に応じ た測定機器による測定が行えており 、 測定に係る操作が定着し ているもの

と 評価する。  

（ ５ ） 避難誘導訓練 

・ 原災法第１ ０ 条事象等の発生を受け、 原子力災害対

策活動に従事し ない協力会社従業員に対し 、 放送設

備等にて避難指示を行い、 事務所から の避難誘導訓

練を実施。  

・ 総務班は、 緊急時体制発令に対し、 協力会社従業員への放送設備等による避難指示及

び避難者の誘導を 行う と と もに、 発電所対策本部へ避難状況の報告が実施できてお

り 、 避難誘導に対する対応が定着し ているものと 評価する。  

（ ６ ） 原子力災害医療訓練 

・ 管理区域内での負傷者発生を想定し 、負傷者の搬送、

応急処置訓練を実施。  

・ 総務班は、 発電所対策本部へ負傷者状況等の報告が行えるこ と を確認し た。  

・ 安全管理班及び総務班は、 負傷者に対し 、 汚染確認、 除染に係る必要な応急処置及び

搬送が行えており 、 応急処置等の対応が定着し ているものと 評価する。  

（ ７ ） 原子力防災要員等の動員訓練 

・ 緊急時対策所へ原子力防災要員等の非常召集訓練を

実施。  

・ 発電所対策本部の体制を確立する訓練を実施。  

・ 緊急時体制の発令を受け、緊急時対策所への原子力防災要員等の非常召集及び体制の

確立が遅滞なく 行えており 、緊急事態における各要員の行動理解が定着しているもの

と 評価する。  

（ ８ ） オフ サイ ト センタ ー連携訓練 

・ オフ サイ ト センタ ープラ ント チームにおいてプラ ン

ト 情報を入手する訓練を実施。  

・ オフ サイト センタ ープラ ント チーム（ 当社社員） は、 国Ｔ Ｖ 会議システムによるＥ Ｒ

Ｃと 本店即応センタ ーと の情報共有内容の確認、当社設備である原子力災害情報シス

テムに表示さ れた時系列等の確認により 、 速やかな情報入手を行い、 プラ ント 状況の

把握が行えており 、 オ フ サイ ト セン タ ー内の情報入手における 各要員の行動につい

て、 習熟が図ら れているものと 評価する。  

（ ９ ） 火災対応訓練 

・ 火災発生を受け、 初期消火活動要員による公設消防

への通報（ 模擬） 及び消火活動を実施し 、 発電所対

・ 総務班は、 発電所対策本部へ火災の状況等の報告が行えるこ と を確認し た。  

・ 初期消火活動要員は、 公設消防への必要事項の通報と 発電所対策本部の指示に基づい
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結果概要 訓練の評価 改善点 次回への対応方針（ 案）  
策本部への報告を実施。  た火災現場での必要な消火活動（ 模擬） が行えており 、 消火活動における対応が定着

し ているものと 評価する。  

・ 総務班は、 事故収束活動に向け、 現場へ早期に入域可能と するため、 保修班へ排煙作

業の依頼を実施し 、 保修班長は、 消火後の対応と し て、 排煙装置運転操作手順の作業

手順から 必要な対応手段を判断し、 保修班員に作業の指示を行う こ と ができていた。

また、 総務班は、 消火後の主蒸気配管室入室において、 適切な防護具の着用を指示で

きていた。 こ れら のこ と から 火災発生時の対応能力の維持・ 向上が図ら れているもの

と 評価する。  
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【 川内原子力発電所 要素訓練】

訓練項目 内容 訓練の評価 改善点 次回への対応方針（ 案）  

１ ． Ａ Ｍ訓練 ア ク シデン ト マ ネジメ ン ト ガイ ド ラ イ ン を 用いた事象進展防

止、影響緩和措置の判断・ 選択が適切に行われるこ と を確認する。

想定さ れたプラ ント 状況の把握、 事象進展予測及び

収束手段の選択が適切にできるこ と を確認し た。
なし

今後も、 訓練において状況を確認

し 、 更なる改善を検討し ていく 。

２ ． 通報訓練 ・ 通報連絡要否判断、 通報連絡文の正確な作成及び社内外関係箇

所へ迅速かつ確実な通報連絡（ 警戒事態、原災法第１ ０ 条事象、

第１ ５ 条事象、 第２ ５ 条報告） ができるこ と を確認する。

通報連絡要否判断、 通報連絡文の確実な作成及び社

内外関係箇所への迅速かつ確実な通報連絡ができるこ

と を確認し た。

なし
今後も、 訓練において状況を確認

し 、 更なる改善を検討し ていく 。

３ ． 緊急時対応訓練 発電所において全交流動力電源が喪失したこ と を想定し 、 重大

事故等時における緊急時対応訓練を実施する。  

全交流動力電源の喪失時における対応ができ るこ と

を確認し た。  
なし  

今後も 、 訓練において状況を 確認

し 、 更なる改善を検討し ていく 。  

４ ． モニタ リ ング訓練 緊急時モニタ リ ング（ 放射性物質濃度、 放射線量の測定等） に

係る対応能力の向上を図る。

緊急時モニタ リ ング（ 放射性物質濃度の測定）ができ

るこ と を確認し た。  

・ 雨天時に手順書やサーベイ メ ータ が濡

れないよ う 悪天候時を 考慮し た 対策

を検討する。  

・ 放射性物質放出後の現場作業における

注意事項については、放射性物質が放

出さ れるタ イ ミ ングにおいて、対策本

部内で周知し ていたが、確実な作業安

全の確保のため、対策本部から 現場へ

向かう タ イ ミ ン グ に おいて も 班長か

ら 班員に対し 周知する こ と を 検討す

る。  

・ 通信連絡設備を使用する際、確実な対

応のた め、 保管場所から 持ち 出す際

に、動作状況を確認する手順等を 検討

する。  

・ 天候対策用の資機材を購入し た。

要素訓練等において、有効性を確

認する。  

・ 川内防災訓練時に、現場対応者に

対し て、現場に向かう 際に放射線

防護等に係る注意喚起を 実施し

た。継続し て訓練における改善状

況を確認する。  

・ 通信連絡設備の事前確認を 確実

に実施するため、手順書への記載

を検討する。  

５ ． 原子力災害医療訓練 管理区域内で負傷者が発生し たこ と を想定し 、 負傷者の搬出、

汚染の除去、 応急措置等の訓練を行う 。  

負傷者発生の通報連絡、管理区域内でのト リ アージ、

応急処置、除染、汚染拡大防止措置及び救急搬送ができ

るこ と を確認し た。  なし  
今後も 、 訓練において状況を 確認

し 、 更なる改善を検討し ていく 。  
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別紙２

【 玄海原子力発電所（ 総合訓練実施日： ２ ０ ２ ３ 年２ 月２ ８ 日）】

結果概要 訓練の評価 改善点 次回への対応方針（ 案）  
１ ． 訓練の評価

（ １ ） 総合的な評価

中期計画に基づき訓練計画の策定及び訓練を実施するこ と で、Ｐ ＤＣＡ サイ ク ル

が機能し 、継続的な防災対応能力の向上が図ら れているこ と を以下の活動により 確

認し た。  

・ 原子力防災訓練中期計画における２ ０ ２ ２ 年度の訓練テーマ「 事故収束に向けた

現場実働訓練による判断能力及び実働能力の向上」 について、 現場実働訓練にお

いて、 不測の事態に対し 、 発電所対策本部と 現場作業班が連携し 、 適切な判断及

び対処ができているこ と が確認できたこ と から 、今回の訓練目標は達成でき たと

評価する。  

＜訓練目標（ 訓練テーマ） に対する 評価は、 「 （ ２ ） 訓練目標に対する 評価」 参照＞

・ 発電所、 本店、 後方支援拠点、 東京支社及び各支店等が連携し 、 原子力災害発生

時に原子力防災組織及び本店原子力防災組織があら かじ め定めら れた機能を有

効に発揮でき ているこ と が確認でき たこ と から 、 今回の訓練目的の一つである

「 発電所対策本部、 本店対策本部、 後方支援拠点等における役割分担を認識し 、

対策要員が関係機関と の連携を含めた災害対応の実施」 は達成し たものと 評価す

る。

また、 計器故障によるプラ ント 状況の把握が困難な状況においても、代替手段に

よる対応の検討を実施し 、 必要な事故収束対応を行う こ と が確認でき たこ と か

ら 、 防災対応能力が向上し ていると 評価する。  

＜「 ２ ． 訓練結果の概要及び個別評価」 参照＞

・ 要素訓練の積み重ね及びシナリ オ非提示型訓練への取り 組みを 重ねる ごと に、  

こ れまでの訓練から 抽出さ れた「 今後の原子力災害に向けた改善点」 について、

その対策の効果が確認できていると と もに、 ２ ０ ２ １ 年度玄海・ 川内原子力防災

訓練で抽出し た課題に対する改善が概ね図ら れており 、今回の訓練目的の一つで

ある「 こ れまでの訓練から 改善を図っ た事項の有効性」 が確認でき、 組織全体と

し て緊急時対応能力が向上していると 評価する。  

＜課題に対する評価は、「（ ３ ） ２ ０ ２ １ 年度訓練から 改善を図っ た事項の有効性

確認」 参照＞

訓練を踏まえ、 課題を抽出し、 速やかに要因及び今後の改善点を検討するこ と が

できていると 評価する。 また、 今後に向けて新たな改善点等が抽出さ れたものの、

想定した原子力災害に対する事故対応等を行えるこ と が確認できたため、防災対応

能力及び防災体制が十分であるこ と が確認できる訓練結果であっ たと 評価する。

（ ２ ） 訓練目標に対する評価

今回の訓練目標について、 以下の検証項目によ り 評価を行っ た。  

訓練目標に対する全体的な評価と し て、 現場実働訓練において、 大津波警報の発

令、アク セスルート の一部使用不能及び電源ケーブルの被覆損傷の不測の事態に対

し て、津波到達の兆候の情報共有、代替ルート の選定及び代替手段を適切に判断し 、

迅速かつ適切な現場操作が実施できていたこ と から 、今回の訓練目標は達成できた
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結果概要 訓練の評価 改善点 次回への対応方針（ 案）  
と 評価する。

・ 現場実働訓練において、 不測の事態等の発生を認知し、 当該事象に対して、 適切

な判断及び対処が行えるこ と

現場実働訓練においては、アク セスルート の一部使用不能、 大津波警報の発令

や電源ケーブルの被覆損傷が生じ るものであっ た。 発電所対策本部は、 現場作業

リ ーダ ーと 連携を図っ て最適な代替ルート を判断し 、現場作業リ ーダーへ適切な

指示が行えていた。 また、 現場作業リ ーダ ーへ、 津波到達の兆候の情報共有や津

波到達が近づいているこ と を判断し た際に速やかな避難指示が行えていた。現場

作業リ ーダーは、 電源ケーブルの被覆損傷に対し、 発電所対策本部と 連携を図り

ながら 予備ケーブルへの切り 替えを適切に行えていた。 現場作業班は、 現場作業

リ ーダ ーの指示に対し て迅速かつ適切な対応が行えていた。

こ れら のこ と から 、 発電所対策本部及び現場作業班は、 不測の事態に対し 、 的

確に事態を認知し 、当該事象に対し て適切な判断及び対処が行えていたものと 評

価する。

（ ３ ） ２ ０ ２ １ 年度訓練から 改善を図っ た事項の有効性確認

２ ０ ２ １ 年度から 以下の改善を図り 、 いずれも有効に機能するこ と を確認し た。

２ ０ ２ １ 年度訓練における今後の改善点 今回の訓練への反映状況及び今後の対応

「 Ｅ ＲＣ へ○ の情報共有や対策本部内の

情報共有に使用する概略系統図などの

情報共有シート について、 対象号機が

容易に判別できるものと なっ ていなか

っ たこ と 」 を踏まえ、 情報共有シート

について、 対象号機が容易に判別でき

るよう に情報共有シート の様式見直し

と し て、号機毎に異なる着色を行う 等、

わかり やすい記載について検討する。

＜２ ０ ２ １ 年度玄海報告書課題１ 関連＞ 

情報共有シート について、 号機毎に異○
なる着色を行う と と もに、 上部に号機

を 記載し た帯を付記し た。 また、 Ｉ Ｐ

－Ｆ Ａ Ｘ を使用する場合も想定し 、 白

黒でも識別ができるよう ハッ チングパ

タ ーンも号機毎で区別した。

今回の訓練で、 見直し を行っ た情報共

有シート を使用するこ と で、 号機の判

別が容易と なり 、 Ｅ ＲＣへの情報共有

等において、 号機の誤り もなく 円滑な

情報共有を行えていたこ と から 、 今回

の対策について有効性を確認できた。

今後も、 訓練において状況を確認し 、□
更なる改善を検討していく 。
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２ ． 訓練結果の概要及び個別評価

今回の訓練では、 複数号機同時発災に加え、 放射性物質の放出を伴う 事象を想定し

た。 こ の訓練想定において、 新型コ ロ ナウ イ ルス感染症対策を踏まえ要員を分散配置

し た中でも対応要員が連携し 、 玄海原子力発電所原子力事業者防災業務計画、 関係手

順等に基づく 活動が実施できており 、原子力防災組織及び本店原子力防災組織があら

かじ め定めら れた機能を有効に発揮できるこ と を確認し た。  

また、 ２ ０ ２ １ 年度の玄海原子力防災訓練時（ ２ ０ ２ １ 年１ ０ 月１ 日実施分） に抽

出し た課題に対し て改善内容の検証を 行い、 対策が概ね有効であっ たこ と を 確認し

た。  

＜「 １ ．（ ３ ） ２ ０ ２ １ 年度訓練から 改善を図っ た事項の有効性確認」 参照＞ 

なお、更なる防災対応能力の向上を図るための改善点と して、 発出し たＥ Ａ Ｌ を管

理する一覧表の作成等に関する改善検討等を行う こ と と し た。  

＜【 課題１ 】【 玄海原子力発電所】（ ３ ） 通報訓練 参照＞ 

【 本店即応センタ ー】

（ １ ） 通報訓練 

・ 異常事象、 警戒事態、 原災法第１ ０ 条、 第１ ５ 条に

該当する事象の発生及び応急措置の報告（ 原災法第

２ ５ 条報告）に伴う 社内関係箇所、社外関係機関（ 国

及び関係機関） へ発電所が発信し た通報連絡文の着

信確認を実施。（ 一部の通報連絡先への通報につい

ては模擬）

・ 異常事象、 警戒事態、 原災法第１ ０ 条、 第１ ５ 条に該当する事象等の通報連絡につい

て、 Ｅ Ａ Ｌ が複数同時に発生する厳し い発災状況下においても、 社内関係箇所及び社

外関係機関への着信確認が通報連絡に係る手順どおり 確実に実施できており 、通報連

絡における対応が定着し ているものと 評価する。  

（ ２ ） 緊急事態支援組織対応訓練 

・ 美浜原子力緊急事態支援センタ ー（ 以下「 支援セン

タ ー」 と いう 。） に、「 原子力緊急事態支援組織の共

同運営に関する協定」 に基づく 支援要請を実施。  

（ 要員の移動及び資機材輸送は模擬 要素[ 訓練にて

実施済 ）]

・ 支援センタ ーから の要員派遣及び資機材の提供に関する連携のための手続き、連絡事

項が理解できており 、 支援要請における対応が定着しているものと 評価する。  

（ ３ ） モニタ リ ング訓練 

・ 発電所から 放射線量の測定状況・ 測定結果等のモニ

タ リ ング情報を入手すると と もに、 本店即応センタ

ー内への報告及び後方支援拠点への情報共有を 実

施。  

・ モニタ リ ング情報の入手及び報告・ 共有が遅滞なく 正確に実施するこ と ができており 、

発災時に放射線量及び放射性物質の監視状況を本店即応セン タ ー内及び後方支援拠

点へ共有するこ と ができる仕組みが定着し ているものと 評価する。  

（ ４ ） Ｅ ＲＣと の連携訓練 

・ 発電所から 入手するプラ ント 状況等について、 本店

即応センタ ーと Ｅ ＲＣ プラ ント 班と の間で、 統合原

子力防災ネッ ト ワーク （ Ｔ Ｖ 会議システム等） を通

じ て情報共有を実施。  

・ Ｅ ＲＣ対応ブースは、 Ｔ Ｖ 会議システム、 書画装置、 Ｅ ＲＳＳ 等の活用に加え、 連絡

メ モ 等を活用し た各班から Ｅ Ｒ Ｃ対応ブースへのサポート が効果的に機能するこ と

で迅速な報告がなさ れており 、 全体と し て情報共有は概ね行えていたものと 評価す

る。  

・ こ れま での訓練の課題等を踏まえた改善の取組み（「 優先すべき報告内容のポイ ント

（ 発話ポイント ） の整理」、「 本店即応センタ ー内情報共有に関する役割分担等の要領

への明記」、「 情報共有シート の整備」、「 Ｅ ＲＣ対応ブース初動対応チェ ッ ク シート の

整備」 など） が有効に機能し、 ＥＲＣへの簡潔かつ正確な情報共有の改善が図ら れて

いるものと 評価する。  

（ ５ ） 原子力防災要員等の動員訓練 

・ 本店即応センタ ーへの原子力防災要員等の非常召集

訓練を実施。  

・ 本店対策本部の体制を確立する訓練を実施。  

・ 緊急時体制の発令を受け、本店館内放送による本店即応センタ ーへの原子力防災要員

等の非常召集及び体制の確立が遅滞なく 行えており 、緊急事態における各要員の行動

が定着し ているものと 評価する。  
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結果概要 訓練の評価 改善点 次回への対応方針（ 案）  
（ ６ ） 原子力事業者間協力協定等に基づく 対応訓練 

・ 原子力事業者間協力協定等における当社発災時の幹

事会社である四国電力株式会社に、 同協定等に基づ

く 協力要請等を実施し 、 支援のためのプラ ント 状況

の情報共有を実施。  

・ 幹事会社と の要員及び資機材の協力要請・ 調整が事業者間連携に係る手順どおり に行

えており 、整備し ている手順が今回の訓練シナリ オにおいても有効に機能するこ と を

確認した。  

（ ７ ） 発電所支援対応訓練 

・ 発電所の発災状況を把握し、 技術的支援や物資支援

等の検討・ 準備を実施すると と もに、 支援状況につ

いて、 本店即応センタ ー内、 発電所対策本部及び非

発災発電所（ 川内原子力発電所）で情報共有を実施。 

・ 原子力災害時の負傷者発生に対する情報連絡及び発

電所構内の医療体制確立に係る連絡を実施。  

・ 発電所発災状況に対し 、 事象進展予測や燃料補給等、 発電所において実施さ れる活動

の支援対応が確実に行えており 、支援状況が遅滞なく 伝達できているこ と から 、 各班

が連携できる体制が整備さ れ、 支援対応が定着し ているものと 評価する。  

・ 本店から 非発災発電所に、社内Ｔ Ｖ会議による事故時の情報共有を行う 仕組みが有効

に機能し 、非発災発電所から の要員派遣等の支援対応が遅滞なく 行えているこ と を確

認し た。  

・ 本店対策本部はＥ ＲＣ医療班に対し 、 負傷者発生に伴う 情報連絡が実施できており 、

負傷者発生時の連絡体制が有効に機能するこ と を確認し た。  

・ 本店対策本部は原子力安全研究協会に対し 、警戒事態発生に伴う 派遣準備要請及び施

設敷地緊急事態発生に伴う 派遣要請が実施できており 、オンサイト 医療体制構築に係

る連絡体制が有効に機能するこ と を確認し た。  

（ ８ ） プレス対応訓練 

・ 発電所の発災状況に応じ たプレス資料を 作成し、 社

内関係箇所及びＥ ＲＣ 広報班と の共有、 模擬記者会

見及び当社ホームページ掲載ま での手順確認を 実

施。

・ 複数号機同時発災を想定し た事象に対し 、 本店即応センタ ーに発電所の発災及び応急

措置情報を入手できる体制が整備さ れ、 プレス資料の作成、 Ｅ ＲＣ 広報班と のプレス

資料の共有が遅滞なく 実施できていた。 こ れに加え、 模擬記者会見及び当社ホームペ

ージ掲載までの一連の対応を確認し た結果、 発電所の状況、 外部への影響等を公表す

る仕組みが機能するこ と を確認した。  

（ ９ ） 住民避難支援対応訓練 

・ 要支援者避難支援のための連絡手段と し てＩ Ｐ 無線

等を活用した指揮命令・ 連絡訓練を実施すると と も

に福祉車両操作訓練を実施。  

・ Ｐ ＡＺ 内の要支援者避難支援に係る福祉車両の実走

行による避難経路や所要時間の確認を実施。  

・ Ｉ Ｐ 無線での指揮命令・ 連絡が遅滞なく 行えていると と もに、 福祉車両の操作が確実

に実施できており 、 住民避難支援対応が習熟し ているこ と を確認した。  

・ 災害時の福祉車両による避難経路、避難支援手順及び訓練当日の道路状況等を踏まえ

た所要時間の確認が実施できており 、当社が行う 要支援者の避難支援対応に係る各要

員の行動が定着し ているものと 評価する。  

（ １ ０ ） オフ サイ ト センタ ーと の情報連携訓練 

・ 佐賀県オフ サイ ト センタ ー原子力緊急事態等現地対

応マニュ アルの改正を受け、 警戒事態の発生に伴う

原子力規制委員会・ 内閣府原子力事故合同現地警戒

本部（ 以下「 現地警戒本部」 と いう 。） の設置等に関

する連携訓練を実施。

・ 本店対策本部は、 警戒事態の発生に伴う 現地警戒本部から 現地警戒本部の設置及び今

後の連絡先について連絡を受け、現地警戒本部へ事業者の連絡先を連絡するこ と がで

きていた。  

【 後方支援拠点】

（ １ ） 発電所支援に係る本店即応センタ ーと の連携訓練 

・ 本店即応センタ ーと 社内Ｔ Ｖ 会議の接続やプラ ント

状況の共有など 、 発電所支援に係る連携を 実施。  

・ 本店対策本部は事象進展状況を踏まえ、 後方支援拠点の設置及び設置場所を速やかに

判断した。 また、 後方支援拠点は、 社内Ｔ Ｖ 会議等により 、 プラ ント 状況や支援物資

輸送など の発電所支援に係る情報の入手や輸送状況の報告など、発電所支援に係る本

店即応センタ ーと の継続し た情報共有が確実に行えており 、発電所支援に係る連携が

定着しているものと 評価する。  

【 玄海原子力発電所】

（ 発電所対策本部の活動）  

・ 発災事象に応じ た体制の発令及び体制の確立、 発電

所対策本部及び各機能班における プ ラ ン ト 状況の

収集、 発電所対策本部内での情報共有、 通報連絡及

び特定重大事故等対処施設も 考慮し た応急措置の

活動を実施。  

・ 発電所対策本部は速やかに体制の発令及び体制の確立が実施でき、 ま た、 事故収束に

向けての戦略は特定重大事故等対処施設の活用も考慮し たう えで立案し 、各機能班へ

戦略に基づく 対策を指示すると と もに、各機能班から の対策実施状況やその結果の報

告を 随時受けており 、最新情報の共有等が緊急時対応に係る手順ど おり に行えるこ と

を確認し た。  
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結果概要 訓練の評価 改善点 次回への対応方針（ 案）  
・ 訓練シナリ オの中で緊急時対策本部要員が事象収束

のための手段を判断する判断ポイ ント （ 原子炉冷却

材漏えい、 全交流動力電源喪失、 機器故障等発生時

で対応手段を 判断する 必要がある 分岐点） を 踏ま

え、 緊急時対策本部要員の判断能力の確認を実施。  

・ 発電所対策本部は、 プラ ント や系統の状態に応じ た設備状況シート 、 概略系統図、 Ｅ

Ａ Ｌ 整理表等を有効に活用すると と もに、 大画面マ ルチモニ タ 等を 用いて状態の把

握、 情報の共有ができるこ と を確認し た。  

・ 発電所対策本部において、 判断ポイ ント（ 各分岐点） ごと に事象を踏まえた事故収束

のための各対応手順に基づく 戦略を検討し 、 最適な手段の選択を判断し ており 、 今回

の想定事象における判断能力及び対応能力を有しているものと 評価する。  

（ 発電所各機能班の活動）  

・ 各機能班は、原子力災害情報システムの記載要領（ 入

力例等） を活用し て、 原子力災害情報システムの時

系列へ主要事象を入力するこ と で、 本店等と の情報

共有を実施。  

・ 総括班は、 発電所対策本部の運営、 情報収集・ 共有

及び通報連絡すべき事項の選別を実施。 また、 通報

連絡に係る手順に基づく 経路での通報連絡を実施。  

・ 安全管理班は、 発電所内外の放射線・ 放射性物質測

定状況把握及び緊急時モニタ リ ング開始等の指示・

連絡を実施。  

・ 保修班は、設備の故障原因調査、復旧計画を策定し 、

緊急時対応（ 電源確保、 水源確保等） の実施を指示

すると と もに、 その実施状況を把握し 、 発電所対策

本部内に共有を実施。  

・ 運転班及び運転支援班は、 緊急時対策支援システム

（ Ｅ ＲＳＳ） に伝送さ れた訓練用模擬データ 及びコ

ント ローラ から の状況付与により 事象を判断し、 発

電所対策本部へプラ ント 状況の報告を実施。  

・ 土木建築班は、 地震発生による原子炉施設における

損傷の有無の確認について指示・ 連絡を実施。  

・ 広報班は、 展示館来館者への避難指示及び自治体へ

の通報連絡を実施。  

・ 総務班は、発電所対策本部構成員の動員状況の把握、

避難指示・ 避難者の誘導、 負傷者発生時における状

況確認、 火災発生時における消火活動等を実施。  

・ 今回の訓練想定において、各機能班の対応要員が玄海原子力発電所原子力事業者防災

業務計画、 関係手順等に基づく 活動を行い、 相互に連携するこ と で、 発電所対策本部

があら かじめ定めら れた機能を有効に発揮できているこ と から 、今回想定し たシナリ

オに応じ た原子力災害発生時の対応能力を有し ているものと 評価する。  

（ １ ） Ａ Ｍ訓練 

・ Ａ Ｍ（ アク シデント マネジメ ント ） を踏まえた事象

を想定し、 プラ ント の状態及び緊急時対策支援シス

テム（ Ｅ ＲＳ Ｓ ） での監視内容を踏まえ、 事象進展

を 予測し 重大事故等発生時に おける 対応策の検討

を実施。  

・ 運転支援班は、重大事故等対策を踏まえた事象の拡大防止及び影響緩和のために実施

すべき措置について、プラ ント 状況の把握と 使用可能設備の能力や効果等を総合的観

点から 判断・ 選択し、 発電所対策本部への報告を行っ た。 また、 こ れに加え、 運転班

の支援も実施できており 、事象進展予測と 重大事故等発生における対策の検討、立案、

報告、 支援等の必要な対応が定着し ているものと 評価する。  

・ 発電所対策本部は、炉心損傷判断を行う 格納容器内高レンジエリ アモニタ（ 高レンジ）

の指示値に偏差が発生し た事象に対し 、 関連パラ メ ータ により 計器故障と 判断し 、 事

故対応に係る手順に基づく 代替手段を検討し 、 バッ ク アッ プパラ メ ータ ＊を用い、 速

やかに炉心損傷判断が実施できているこ と から 、緊急時における判断能力及び対応能

力を 有し ているものと 評価する。  

＊ 特重施設を構成する設備（ 計器）、オフ サイ ト モニタ 、格納容器内高レンジエリ ア 

モニタ （ 低レンジ）  

（ ２ ） 緊急時対応訓練 

・ 現場実働訓練と し て、３ 号機事故シナリ オと 連動し 、

発電所対策本部から の指示を受け、 中容量発電機車

によ る ３ 号機非常用高圧母線への給電操作を 実施

・ 原子力防災要員は、 発電所対策本部への報告・ 連絡や定めら れた配置での対応が緊急

時対応に係る手順どおり に行えており 、整備し ている手順が有効に機能するこ と を確

認し た。  
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結果概要 訓練の評価 改善点 次回への対応方針（ 案）  
し た。  

なお、 訓練にあたり 、 本設機器へ直接影響が生じる

操作は模擬と し た。  

・ 現場実働能力向上を図るため、 アク セスルート の一

部使用不能、 大津波警報の発令及び電源ケーブルの

被覆損傷のマルフ ァ ンク ショ ンを付与し 、 現場実働

訓練を実施し た。  

・ 原子力防災要員は、 津波の影響等を考慮し 、 作業の安全性を確保し た中容量発電機車

による３ 号機非常用高圧母線への給電操作が確実に行えており 、操作の習熟ができて

いるこ と を確認し た。  

・ 原子力防災要員は、 訓練状況に応じ た対応機器の現場確認、 操作開始等について、 発

電所対策本部と の連携が問題なく 行えており 、緊急時対応に係る対応が定着し ている

ものと 評価する。  

・ 現場実働訓練においては、 現場実働能力向上を図るため、 アク セスルート の一部使用

不能、大津波襲来の対応や電源ケーブルの被覆損傷をマルフ ァ ンク ショ ンと し てコ ン

ト ロ ーラ から 状況付与を行い、 対応が困難と なる場面を設定し た。 こ れに対し、 発電

所対策本部は、 現場作業リ ーダ ーと 連携を図っ て最適な代替ルート を判断し、 現場作

業リ ーダ ーへ適切な指示を行っ た。 また、 津波到達の兆候の情報共有や津波到達が近

づいているこ と を判断し た際に、現場作業リ ーダ ーへ速やかな避難指示を行っ た。 現

場作業リ ーダーは、 電源ケーブルの被覆損傷に対し 、 発電所対策本部と 連携を図り な

がら 予備ケーブルへの切り 替えを適切に行っ た。 現場作業班は、 現場作業リ ーダ ーの

指示に対し て迅速かつ適切な対応を行っ た。以上のこ と から 、緊急時対応能力の維持・

向上が図ら れているものと 評価する。  

（ ３ ） 通報訓練 

・ 異常事象、 警戒事態、 原災法第１ ０ 条、 第１ ５ 条に

該当する事象の発生及び応急措置の報告（ 原災法第

２ ５ 条報告）に伴う 社内関係箇所、社外関係機関（ 国

及び関係機関） への通報連絡と し て、 正確な通報連

絡文の作成、 Ｆ ＡＸ 送信及び通報連絡先への着信確

認を 実施。（ 一部の通報連絡先への通報については

模擬）

・ 総括班は、異常事象、警戒事態、原災法第１ ０ 条、第１ ５ 条に該当する事象及び応急措

置の報告（ 原災法第２ ５ 条報告） の通報連絡文について、複数号機同時発災の状況下に

おいても迅速な連絡のための通報連絡文の作成ができているものと 評価する。  

しかしながら 、一部の通報連絡文において、ＥＡ Ｌ 判断時刻やＥ Ａ Ｌ 該当事象の発生時 

刻に記載の誤り があっ たこ と から 、 要因を分析し、 更なる対応能力の向上を図るため、

以下の改善点を抽出した。  

【 課 題 １ 】 通報連絡文について、 Ｅ Ａ Ｌ 判断時刻やＥ Ａ Ｌ 該当事象の発生時刻に

記載の誤り があっ た。 特に特定事象発生通報のう ち、 緊急事態の遷移

の判断と なる原災法第１ ０ 条事象に係る通報連絡文のＥ Ａ Ｌ 判断時

刻の記載に誤り があっ たため、 こ れを防止する必要がある。  

（ 原因・ 要因）・ 通報連絡文へ記載するＥ Ａ Ｌ 判断時刻やＥ Ａ Ｌ 該当事象の発生時刻

は、発電所対策本部長や本部内の発話したＥ Ａ Ｌ 判断時刻等を通報連

絡文作成者が聞き取っ て記載する運用と し ている。通報連絡文作成者

は、Ｅ Ａ Ｌ 判断から 速やかに通報し なければなら ないと いう 迅速性を

最優先に対応し たこ と によ る 聞き 取り 間違いや通報連絡文作成ルー

ルの認識不足により 、Ｅ Ａ Ｌ 判断時刻やＥ Ａ Ｌ 該当事象の発生時刻と

し て本来記載すべき時刻と 異なる時刻を通報連絡文へ記載し、発電所

対策本部要員に確認を依頼し た。  

・ 通報連絡文作成者が作成し た通報連絡文を確認し た発電所対策本部

要員は、記載さ れた事象説明の内容や記入漏れの有無のみを意識し て

確認していたこ と から 、Ｅ Ａ Ｌ 判断時刻やＥ Ａ Ｌ 該当事象の発生時刻

の確認までは至ら ず、 誤り に気付かなかっ た。  

（ 改 善 点）   

・ 正確な通報連絡文を作成するため、 通報連

絡文作成者及び通報連絡文を確認する発電

所対策本部要員が通報連絡文に記載すべき

時刻を正確に情報入手できるよう 、 Ｅ Ａ Ｌ

該当事象の発生時刻や発出し たＥ Ａ Ｌ の判

断時刻を 一元的に管理する 一覧表を 作成

し 、 確認する要員を配置すると と もに、 発

電所対策本部要員が閲覧しやすい箇所へ掲

示するこ と で共通認識を図るこ と を検討す

る。  

・ 通報連絡文の記載内容を確認するポイ ント

を整理すると と もに、 通報連絡文の作成ブ

ースに掲示するこ と で、 総括班における通

報連絡文の確認の徹底を図るこ と を検討す

る。  

・ 発電所で使用し ている「 通報連絡文の記載

例」 に通報連絡文の作成に関する手順及び

本事例等を追加し て内容を充実さ せ、 通報

連絡文へ記載すべき内容の認識の統一を図

るこ と を 検討する。  

・「 Ｅ Ａ Ｌ 該当事象の発生時刻や発出し たＥ

Ａ Ｌ の判断時刻を 一元的に 管理する 一覧

表」、「 通報連絡文の記載内容を確認するポ

イ ント 」 及び「 通報連絡文の記載例」 を個

別教育等で周知を図ると と もに、 要素訓練

・ Ｅ Ａ Ｌ を 管理する一覧表の作

成、通報連絡文の確認ポイ ント

の整理及び「 通報連絡文の記載

例」 の充実等を実施する。  

・ 整理し た通報連絡文の確認ポ

イ ン ト の整理は通報連絡文の

作成ブースに掲示する。  

・ 個別教育等で周知する と と も

に、要素訓練等を通じ て通報連

絡文作成の習熟を図る。  
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結果概要 訓練の評価 改善点 次回への対応方針（ 案）  

・ 総括班、広報班、総務班及び発電用原子炉主任技術者は、複数号機同時発災の状況下に

おいても、全１ ９ 報（ 計画２ ０ 報） の通報連絡文を発信し、社内関係箇所及び社外関係

機関への連絡が通報連絡に係る手順どおり に確実に実施できており 、通報連絡における

対応が定着しているものと 評価する。  

なお、 最初に判断し た原災法第１ ０ 条、 第１ ５ 条に該当する事象について、 目標時間

（ １ ５ 分） 以内に通報連絡が実施できたこ と を確認した。  

（ 参考） ＜原災法第１ ０ 条及び第１ ５ 条事象に係る通報連絡の実績＞

判断時刻 通報内容 ※ １ 送信時刻 所要時  間※ ２

14: 35

原災法第１ ０ 条 

（ 原子炉冷却材漏えい時における非常用 

炉心冷却装置による一部注水不能）  

［ ４ 号機］

14: 49 14分 

15: 30

原災法第１ ５ 条 

（ 原子炉冷却材漏えい時における非常用 

炉心冷却装置による注水不能）  

［ ４ 号機］

15: 38 8分 

※ １ 最 初に判断し た原災法第１ ０ 条、第１ ５ 条に該当する事象の通報実績を記載

※ ２  目標時間（ １ ５ 分） 内を目途に通報連絡を実施 

等を通じ て通報連絡文作成の習熟を図るこ

と を検討する。  

（ ４ ） モニタ リ ング訓練

・ 原災法第１ ０ 条事象発生に伴う 緊急時モニタ リ ング

と し て、 放射能測定装置（ モニタ リ ングカ ー） を用

いて、 ダ スト ・ よう 素の採取・ 測定を実施。  

・ 安全管理班は、 発電所対策本部から の指示に従い、 緊急時モニタ リ ングに係る手順ど

おり に、 迅速かつ確実にモニタ リ ング活動が行えていた。 併せて、 発電所対策本部へ

の報告・ 連絡も緊急時対応に係る手順どおり に行えており 、 整備し ている手順が有効

に機能するこ と を確認し た。  

・ 目的に応じ た測定機器による測定が行えており 、 測定に係る操作が定着し ているもの

と 評価する。

（ ５ ） 避難誘導訓練

・ 原災法第１ ０ 条事象等の発生を受け、 原子力災害対

策活動に従事し ない協力会社従業員に対し 、 放送設

備等にて避難指示を行い、 事務所から の避難誘導訓

練を実施。

・ 総務班は、 緊急時体制発令に対し、 協力会社従業員への放送設備等による避難指示及

び避難者の誘導を 行う と と もに、 発電所対策本部へ避難状況の報告が実施できてお

り 、 避難誘導に対する対応が定着し ているものと 評価する。  

（ ６ ） 原子力災害医療訓練

・ 管理区域内での負傷者発生を想定し 、負傷者の搬送、

応急処置訓練を実施。  

・ 総務班は、 発電所対策本部及び本店対策本部へ負傷者状況等の報告が行えていた。  

・ 安全管理班及び総務班は、 負傷者に対し 、 汚染確認、 除染に係る必要な応急処置及び

搬送が行えており 、 応急処置等の対応が定着し ているものと 評価する。  

（ ７ ） 原子力防災要員等の動員訓練

・ 代替緊急時対策所へ原子力防災要員等の非常召集訓

練を実施。  

・ 発電所対策本部の体制を確立する訓練を実施。  

・ 緊急時体制の発令を受け、代替緊急時対策所への原子力防災要員等の非常召集及び体

制の確立が遅滞なく 行えており 、緊急事態における各要員の行動理解が定着し ている

ものと 評価する。  

（ ８ ） オフ サイ ト センタ ー連携訓練

・ 施設敷地緊急事態の発生に伴う 、原子力規制委員会・

内閣府原子力事故合同現地対策本部（ 以下「 現地対

・ オフ サイト セン タ ー参集要員は、現地対策本部から の参集連絡を受け、 発電所対策本

部へ報告すると と もに、発電所対策本部はオフ サイ ト センタ ーへの参集指示が遅滞な
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結果概要 訓練の評価 改善点 次回への対応方針（ 案）  
策本部」と いう 。） から のオフ サイ ト センタ ーへの参

集連絡に係る訓練を実施。  

・ オフ サイ ト センタ ープラ ント チームにおいてプラ ン

ト 情報を入手する訓練を実施。  

く 行えていた。  

・ オフ サイト センタ ープラ ント チーム（ 当社社員） は、 国Ｔ Ｖ 会議システムによるＥ Ｒ

Ｃと 本店即応センタ ーと の情報共有内容の確認、当社設備である原子力災害情報シス

テムに表示さ れた時系列等の確認により 、 速やかな情報入手を行い、 プラ ント 状況の

把握が行えており 、 オ フ サイ ト セン タ ー内の情報入手における 各要員の行動につい

て、 習熟が図ら れているものと 評価する。  

（ ９ ） 火災対応訓練

・ 火災発生を受け、 初期消火活動要員による公設消防

への通報（ 模擬） 及び消火活動（ 消火装置の使用は

模擬） を実施し 、 発電所対策本部への報告を実施。  

・ 総務班は、 発電所対策本部へ火災の状況等の報告が行えていた。  

・ 初期消火活動要員は、 公設消防への必要事項の通報（ 模擬） と 発電所対策本部の指示

に基づく 火災現場（ 管理区域内） への移動、 火災状況の報告及び消火活動（ 消火装置

の使用は模擬）が行えており 、消火活動における対応が定着し ているものと 評価する。 

・ 発電所対策本部は、 火災発生時の対応に係る手順に基づき、 火災の影響により 事故収

束活動に影響を受ける可能性がある機器を特定し 、機器が停止した場合を考慮した事

故収束活動の戦略の検討が行えており 、 火災発生時の対応能力の維持・ 向上が図ら れ

ているものと 評価する。  
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【 玄海原子力発電所 要素訓練 】

訓練項目 内容 訓練の評価 改善点 次回への対応方針（ 案）  

１ ． 避難誘導訓練 管理区域内で負傷者が発生し たこ と を想定し、 負傷者の搬 出、

汚染の除去、 応急措置等の訓練を行う 。  

避難の周知、迅速かつ確実な避難誘導の指示・ 連絡及

び避難誘導ができるこ と を確認し た。  

【 ２ ０ ２ １ 年度抽出し た改善点】

・ より 実態に即し た訓練と するため、発

電所構内の団体の見学者を 想定し た

訓練の実施を検討する。  

【 ２ ０ ２ ２ 年度抽出し た改善点】  

・ 見学者の避難状況（ 人数、 避難指示時

刻等の実績） を紙面と ホワイ ト ボード

に 分けて管理し て おり 一目では把握

し にく い状態であっ たこ と から 、見学

者の避難状況を 正確に把握でき るよ

う にするため、こ れら を１ つにま と め

た避難状況一覧表を作成し 、掲示して

管理するこ と を検討する。  

・ 見学者役を増員し 、発電所構内の団体

の見学者を 案内する ルート を 用いて

訓練を実施するこ と により 、発電所構

内の団体の見学者に対する 迅速な連

絡及び避難誘導が実施でき る こ と を

要素訓練にて確認した。継続して訓練

における改善状況を確認する。  

・ 避難状況一覧表の作成を検討する。  

２ ． Ａ Ｍ訓練 発電所において全交流動力電源が喪失したこ と を想定し 、 重大 

事故等時における緊急時対応訓練を実施する。  

ア ク シデン ト マ ネジメ ン ト ガイ ド ラ イ ン を 用いた事

象進展予測ができるこ と を確認し た。  なし  

今後も、 訓練において状況を確認し、

更なる改善を 検討し ていく 。  

３ ． 緊急時対応訓練 発電所において原災法第１ ０ 条事象が発生したこ と を想定し 、 

原子力緊急事態支援組織への支援要請及び遠隔操作資機材の操作

訓練を実施し 操作技能の習熟を図る。

全交流動力電源の喪失時における対応ができ る こ と

を確認し た。  
なし  

今後も、 訓練において状況を確認し、

更なる改善を検討していく 。  

４ ． 通報訓練 通報連絡要否判断、 通報連絡文の正確な作成及び社内外関係箇 

所へ迅速かつ確実な通報連絡（ 警戒事態、 原災法第１ ０ 条事象、

第１ ５ 条事象、 第２ ５ 条報告） ができるこ と を確認する。

通報連絡要否判断、通報連絡文の正確な作成及び社内

外関係先への迅速かつ確実な通報連絡ができるこ と を

確認した。  
なし  

今後も、 訓練において状況を確認し、

更なる改善を検討していく 。  

５ ． 原子力災害医療訓練 緊急時モニタ リ ング（ 放射性物質濃度、 放射線量の測定等） に 

係る対応能力の向上を図る。

負傷者発生の通報連絡、管理区域内での応急処置、 除

染、 汚染拡大防止措置及び救急搬送ができるこ と を確

認し た。  

・ 平地において負傷者を担架で搬送する

際は、負傷者の不安軽減や状態観察を

容易にするため、負傷者の足側を 進行

方向へ向ける こ と が推奨さ れて いる

が、対応できていない場面が見受けら

れたこ と から 、応急手当の方法に係る

教育の資料に担架搬送時の負傷者の

向きに関する内容を追加し 、周知を図

るこ と を検討する。  

・ 負傷者を足側から 搬送する運用を教育

資料へ追加し 、要素訓練等で習熟を図

る。  

６ ． 緊急事態支援組織対

応訓練 

ア ク シデン ト マ ネジメ ン ト ガイ ド ラ イ ン を 用いた事象進展防

止、影響緩和措置の判断・ 選択が適切に行われるこ と を確認する。

原子力緊急事態支援組織への支援要請、原子力緊急事

態支援組織が保有する資機材（ 遠隔操作ロボッ ト ）の受

取り 確認、 遠隔操作ロ ボッ ト の操作ができるこ と を確

認し た。  

なし  

今後も、 訓練において状況を確認し、

更なる改善を検討していく 。  

７ ． モニタ リ ング訓練 後方支援拠点の設置が指示さ れたこ と を想定し 、 立ち上げから 

運営までの一連の各作業班の役割を確認すると と もに、 あら かじ

め定めら れた機能を有効に発揮できるこ と を確認する。  

緊急時モニタ リ ング（ 放射性物質濃度の測定）ができ

るこ と を確認し た。  
なし  

今後も、 訓練において状況を確認し、

更なる改善を 検討し ていく 。  

８ ． 後方支援拠点設置運

営訓練 

見学者来訪時に緊急事態が発生し たこ と を 想定し 、 関係者への

迅速な連絡及び避難誘導ができるこ と を確認する。  

車両を 使用し た 陸路に よ る 資機材輸送及び現地設

置・ 運営が後方支援拠点に係る手順どおり に各作業班

が連携し ながら 実施できており 、 後方支援拠点対応が

有効に機能するこ と を確認し た。

・ 実発災を想定し た場合と ギャ ッ プがあ

っ たこ と から 、実発災を想定したシナ

リ オでの訓練（ 本店と の連携に係るシ

ナリ オ、後方支援拠点受入人数及び受

・ 実発災を想定し た規模での訓練シナリ

オを検討する。  

・ 今後も支援組織と 連携し た訓練を実施

し 、 充実し た情報連携ができるよう 、
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訓練項目 内容 訓練の評価 改善点 次回への対応方針（ 案）  
また、 緊急時対応組織の実効性向上に係る取組みと

し て、後方支援拠点において、原子力規制庁及び陸上自

衛隊と 連携し た訓練を実施し 、 関係者による会議の実

施、 陸上自衛隊へのオンサイ ト 支援に係る依頼及び活

動に必要な情報共有が行えるこ と を確認した。  

入資機材の増加など） を計画的に実施

するこ と を検討する。  

・ 支援組織への道路啓開等の依頼にあた

っ ては、 最新の現場情報（ 写真等） を

提供する必要があるため、当社で最新

の現場情報の入手が難しい場合は、陸

上自衛隊のヘリ によ る 偵察など を 手

段の一つと し 、支援組織と 連携を 密に

と り ながら 対応するこ と を検討する。

・ 陸上自衛隊員が現場で安心し て作業し

ていただく 観点から 、情報提供する際

は、相手の立場に立っ て、 充実し た情

報（ 被ばく による人体への影響など）

を提供するこ と を検討する。  

習熟を図る。  
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２ ０ ２ ２ 年度 他電力原子力防災訓練等における良好事例等の反映について  

１ ． 概 要  

２ ０ ２ ２ 年度他電力原子力防災訓練の活動状況及びＥ ＲＣへの情報連絡状況の把握

を目的と し た他電力原子力防災訓練の視察を行い、良好事例、気付き事項を抽出し た。  

また、 自社原子力防災訓練時に各社から 得ら れた気づき事項等についても抽出を行

っ た。  

２ ０ ２ ３ 年度に実施する原子力防災訓練において、 ２ ０ ２ ２ 年度他電力原子力防災

訓練の良好事例等を反映すると と もに、 ２ ０ ２ ３ 年度においても他電力原子力防災訓

練の見学を実施し 、 防災対応の更なる向上を図る。  

２ ． ２ ０ ２ ２ 年度他電力原子力防災訓練における良好事例等の反映

〇 ２ ０ ２ ２ 年度他電力原子力防災訓練における良好事例、 気付き事項及び自社原

子力防災訓練時における意見等については別添のと おり 。  

自社原子力防災訓練への反映については、 本店、 発電所毎に検討し 、 ２ ０ ２ ３

年度以降の原子力防災訓練において反映するこ と を検討する。  

〇 ２ ０ ２ ３ 年度の自社原子力防災訓練時に反映し て、 重点的に確認する項目は以 

下のと おり 。  

（ Ｅ ＲＣ対応）  

Ｅ ＲＣプラ ント 班へのＣＯＰ 等の資料配布状況の確認し た上での説明 

（ 状況付与）  

緊急地震速報を用いた、 地震情報の本店対策本部への周知 

（ 備付資料）  

グリ ッ ド 線の追加等備付資料の充実

別紙 ３ 
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３ ． 視察状況

日 時 訓 練    内 容 視 察 場 所

1 2022年 月 日8 30 関西電力㈱ 
高浜発電所原子力防災訓練 

◇ ☆ 原子力規制庁Ｅ ＲＣ  
◇ 本店即応センタ ー 
◇ 高浜原子力発電所 

年 月 日2 2022 10 7  
東京電力ＨＤ㈱ 
福島第一、第二原子力発電所原子力
防災訓練 

◇ ☆ 原子力規制庁Ｅ ＲＣ  
◇ 本店即応センタ ー 
◇ ☆ 福島第一・ 第二原子力発電所

年 月 日3 2022 10 11  日本原子力発電㈱ 
東海発電所原子力防災訓練 第 部( 2 ) ◇ 本店即応センタ ー 

年 月 日4 2022 11 15  中国電力㈱ 
島根原子力発電所原子力防災訓練 

◇ ☆ 原子力規制庁Ｅ ＲＣ  
☆ 本店即応センタ ー 
☆ 島根原子力発電所 

年 月 日5 2022 11 25  東北電力㈱ 
東通原子力発電所原子力防災訓練 

◇ 原子力規制庁Ｅ ＲＣ  
◇ ☆ 本店即応センタ ー（ 評価者）
◇ 東通原子力発電所 

年 月 日6 2022 12 2  日本原子力発電㈱ 
敦賀発電所原子力防災訓練 

◇ 原子力規制庁Ｅ ＲＣ  
◇ 本店即応センタ ー 
◇ 敦賀原子力発電所 

年 月 日7 2022 12 9  四国電力㈱ 
伊方発電所原子力防災訓練 

◇ ☆ 原子力規制庁Ｅ ＲＣ  
◇ 即応センタ ー松山 
☆ 伊方原子力発電所 

年 月 日8 2023 1 20  関西電力㈱ 
大飯発電所原子力防災訓練 

◇ ☆ 原子力規制庁Ｅ ＲＣ  
◇ 本店即応センタ ー 
◇ 大飯原子力発電所 

年 月 日9 2023 1 27  北海道電力㈱ 
泊発電所原子力防災訓練 

◇ 原子力規制庁Ｅ ＲＣ  
☆ 泊原子力発電所（ 評価者）

年 月 日10 2023 1 31  北陸電力㈱ 
志賀原子力発電所原子力防災訓練 

◇ 原子力規制庁Ｅ ＲＣ  
☆ 本店即応セン タ ー（ 評価者）
☆ 志賀原子力発電所（ 評価者）

年 月 日11 2023 2 3  東京電力ＨＤ㈱ 
柏崎刈羽原子力発電所原子力防災訓練

◇ ☆ 原子力規制庁Ｅ ＲＣ（ 評価者）
◇ ☆ 本店即応センタ ー（ 評価者）
◇ ☆ 柏崎刈羽原子力発電所（ 評価者）

年 月 日12 2023 2 10  中部電力㈱ 
浜岡原子力発電所原子力防災訓練 

◇ 原子力規制庁Ｅ ＲＣ  
◇ 本店即応センタ ー 
◇ 浜岡原子力発電所 

年 月 日13 2023 2 17  日本原子力発電㈱ 
東海、 東海第二発電所原子力防災訓練

◇ 本店即応センタ ー 
◇ 東海、 東海第二原子力発電所

年 月 日14 2023 3 3  関西電力㈱ 
美浜発電所原子力防災訓練 

◇ 原子力規制庁Ｅ ＲＣ  
◇ 本店即応センタ ー 
◇ 美浜原子力発電所 

年 月 日15 2023 3 7  東北電力㈱ 
女川原子力発電所原子力防災訓練 

◇ 原子力規制庁Ｅ ＲＣ  
◇ 本店即応センタ ー 
◇ 女川原子力発電所 

４ ． 受入状況
２ ０ ２ ２ 年１ ０ 月２ ５ 日 川内原子力発電所 原子力防災訓練時に受入れ○    
２ ０ ２ ３ 年 ２ 月２ ８ 日 玄海原子力発電所 原子力防災訓練時に受入れ○     

以 上  
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別 添

２ ０ ２ ２ 年度 他電力原子力防災訓練時の良好事例及び気付き事項

〇 他電力訓練関連 

視察場所 良好事例 等
反映状況

本店 発電所 

関西電力 

（ 高浜訓練）  

・ Ｅ ＲＣ  

・ 優先順位を心掛けた発話 

＜状況＞

他ユニッ ト のプラ ント 状況説明中であっ ても、緊急情報はカ ッ

ト イ ンして説明するなど、優先順位を心掛けた発話が出来てい

た。  

また、事象進展が見込めない の状況等の優先順位の低い情SFP

報は宣言し たう えでリ エゾン経由と して、重要な情報のみの発

話を心掛けていた。  

＜反映案＞ 

優先順位を心掛けた発話を継続して実施する。  

【 継続実施】  

東京電力ＨＤ  

（ １ Ｆ ・ ２ Ｆ

訓練）  

・ Ｅ ＲＣ  

・ 画面の説明箇所を用意に判別できるよう なカ ーソル表示ERSS

の工夫 

＜状況＞ 

のカ ーソル（ 矢印） を大きく し、 また、 黄色に着色し てERSS

視認性を高めていた。  

＜反映案＞ 

カーソルを大きく し、また、号機毎で着色して区別する運用を

継続して実施する。  

【 継続実施】  

・ １ Ｆ ・ ２ Ｆ

発電所 

・ 対象号機を明確にした発話 

＜状況＞ 

号機と 号機で 水位が低下する事象であっ たが、運転班5 6 SFP

長はプラ ント 状況報告時など、どちら の号機の情報であるか強

調し た報告ができていた。  

＜反映案＞ 

発話時は対象号機を明確にし た発話を継続し て実施する。  

【 継続実施】  

中国電力 

（ 島根訓練）  

・ Ｅ ＲＣ  

・ Ｅ ＲＣプラ ント 班へのＣＯＰ 等の資料配布状況の確認 

＜状況＞ 

ＣＯＰ を用いた説明をする際は、Ｅ ＲＣにＣＯＰ が共有さ れて

いる状態と なっ ている場面が多かっ た。ＣＯＰ の共有前である

場合は、本店即応センタ ーの発話者より 配布前である旨の発言

をし ていた。  

＜反映案＞ 

ＣＯＰ 等の資料を用いて説明を行う 際は、Ｅ ＲＣプラ ント 班へ

の配布状況を確認し 、未配布の場合はその旨を発話するよう に

する。

◎  ― 

◎ ： 重点対応項目

〇： 検討・ 対応項目
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視察場所 良好事例 等  
反映状況 

本店 発電所 

東北電力 

（ 東通訓練）  

・ Ｅ ＲＣ  

・ 状況に応じ たＥ Ａ Ｌ の報告

＜状況＞ 

、 、 、 に至っ た際に、初回の と なるGE22 SE22 SE53 AL53 GE GE22

（ 及び ） に関する情報を先行し て提供するこ と で 条認SE22 15

定会議を優先して実施、その後に 、 を報告し ており 、SE53 AL53

状況に応じ たＥ Ａ Ｌ の報告を行っ ていた。  

＜反映案＞ 

優先順位を整理し 、状況に応じ たＥ ＡＬ の報告を継続し て実施

する。

【 継続実施】  

・ 本店即応 

センタ ー 

・ 避難退域時検査要員に対する参集可否確認訓練 

＜状況＞ 

住民避難対応訓練と して、本店のみを対象と し 、各避難退域時

検査要員に対して対応可否（ 時までに参集可能か） の確認訓○

練を実動で実施し ていた。  

＜反映案＞ 

避難退域時検査要員に対する参集可否の確認訓練の実施を検

討する。  

〇 ― 

・ 社給スマホを活用した災害対応 

＜状況＞ 

対策本部において、手書きの資料（ 書画投影資料） を社内電話

（ スマホ） で撮影し 、 社内システム等に取り 込んでいた。  

＜反映案＞ 

社給スマホ（ 今年度配備予定） を活用した情報連携等の災害対

応を検討する。  

〇 

日本原電 

（ 敦賀訓練）  

・ Ｅ ＲＣ  

・ 初動対応チェ ッ ク シート の活用 

＜状況＞ 

※初動対応チェ ッ ク シート を書画で映して、初動時のプラ ント

状況の説明を行っ ていた。また、その後に 画面も用いて、SPDS

改めてプラ ント 状況を説明し ていた。  

※ 地震、津波、竜巻、負傷者、止める、冷やす、閉じ 込める、 

電源 

＜反映案＞ 

初動対応チェ ッ ク シート を活用し た初動時の状況説明を継続

し て実施する。

【 継続実施】  
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視察場所 良好事例 等  
反映状況 

本店 発電所

四国電力

（ 伊方訓練）  

・ Ｅ ＲＣ  

・ 先読みし た EALの報告の実施

＜状況＞ 

に至る前に電源の復旧状況を含めて先読みした 説明SE, GE EAL

が出来ていた。  

＜反映案＞ 

先読みした の報告を継続し て実施する。EAL

【 継続実施】  

・ 伊方発電所 ・ 重要計器の計器故障

＜状況＞ 

急速冷却中に重要パラ メ ータ である炉心出口温度計の指示不

良をマルフ ァ ンク ショ ンと し て設定し、他パラ メ ータ により 計

器故障を判断していた。  

＜反映案＞ 

訓練シナリ オに応じ た重要計器の計器故障を継続し て設定す

る。

【 継続実施】  

関西電力 

（ 大飯訓練）  

・ Ｅ ＲＣ  

・ Ｅ ＲＣがプラ ント 状況を把握しやすい説明の実施

＜状況＞ 

から 即応センタ ーに確認があっ た情報以外にも、 適宜、 即ERC

応センタ ーから に補足情報を提供していた（ 炉心損傷予測ERC

時刻超過の際の現状のプラ ント 状況説明等）。  

＜反映案＞ 

Ｅ ＲＣから 確認があっ た以外の補足情報についても、説明を継

続し て実施する。

【 継続実施】  

北海道電力 

（ 泊訓練）  

・ Ｅ ＲＣ  

・ Ｅ ＲＣプラ ント 班へのＣＯＰ の配布状況等の確認 

＜状況＞ 

書画装置を用いて説明する際に、備付資料のページ番号やＣＯ

Ｐ の配布状況を都度確認したう えで説明を行っ ていた。  

＜反映案＞ 

ＣＯＰ や備付資料を用いて説明を行う 際は、ページ番号やＣＯ

Ｐ のバージョ ン（ 発行時刻） を確認するよう に継続し て実施す

る。

【 継続実施】  
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視察場所 良好事例 等  
反映状況 

本店 発電所 

北海道電力 

（ 泊訓練）  

・ 泊発電所 

・ 地震発生時、 緊急地震速報の放送を実施

＜状況＞ 

地震発生時は、 緊急地震速報を流し ていた。  

＜反映案＞ 

緊急地震速報の対象と なる地震を想定する場合、緊急地震速報

の放送を実施する。  

◎ ―

北陸電力 

（ 志賀訓練）  

・ Ｅ ＲＣ  

・ 初動対応チェ ッ ク シート の活用 

＜状況＞ 

初動の説明時は、「 プラ ント状況確認シート 」を用いて『 止める・

冷やす・ 閉じ込める』 の観点で説明が出来ていた。 また、 こ れ

に加え、 傷病者や火災の発生状況についても説明できていた。

＜反映案＞ 

初動対応チェ ッ ク シート を活用し た初動時の状況説明を継続

し て実施する。

【 継続実施】  

・ 本店即応 

センタ ー 

・ グリ ッ ド 線の追加等備付資料の充実

＜状況＞ 

アク セスルート の影響や 設備の保管エリ アをマッ プによりSA

図示できていたが、マッ プをグリ ッ ド 化し 座標で説明するこ と

でより 効果的になると 考える。  

＜反映案＞ 

特重情報以外の備付資料についても、必要に応じてグリ ッ ド 線

の追加を検討する。

◎  

東京電力ＨＤ  

（ ＫＫ訓練）  

・ Ｅ ＲＣ  

・ 優先順位を心掛けた発話

＜状況＞ 

報告すべき事項が多いＴ Ｖ 会議接続直後をはじ めと し て訓練

全体を通じ て、重要度やＥ ＲＣ側のニーズに応じ、適切な優先

順位で遅滞なく 説明が実施できていた。また、緊急の情報は躊

躇せずにカ ッ ト イ ンして報告し ていた。  

＜反映案＞ 

優先順位を心掛けた発話を継続して実施する。

【 継続実施】  
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視察場所 良好事例 等
反映状況 

本店 発電 所

東京電力ＨＤ  

（ ＫＫ訓練）  

・ 本店即応 

センタ ー 

・ EAL判断説明時のパッ ケージ説明

＜状況＞ 

EA 判断L の説明時は、 判断時刻のみではなく 、 発生し た時刻及

び先読み説明を 行う こ と パッ ケージ説明が徹底さ れていた。

⇒ ⇒ ⇒（ 番号 判断時刻 発生時刻 先読み）EAL  

＜反映案＞ 

判断説明時のパッ ケージ説明を継続し て実施する。EAL

【 継続実施】  

・ ＫＫ発電所 ・ 本部長発話の傾聴に集中できる環境づく り  

＜状況＞ 

本部長が発話を行う タ イミ ングでパト ラ イ ト を点灯さ せ、緊急

時以外の発話を制限し 、本部長の発話に集中できる環境を構築

し ていた。  

＜反映案＞ 

パト ラ イ ト 等により 本部長発話の傾聴に集中できる環境づく

り を検討する。  

〇―  

中部電力 

（ 浜岡訓練）  

・ Ｅ ＲＣ  

・ 初動対応チェ ッ ク シート の活用 

＜状況＞ 

初動時は、「 初動対応メ モ」 を用いて、視覚的に 止める 冷” ” ”

やす 閉じ 込める 電源 の観点で説明を実施し ていた。” ” ” ” ”  

＜反映案＞ 

初動対応チェ ッ ク シート を活用し た初動時の状況説明を継続

し て実施する。

【 継続実施】  

関西電力 

（ 美浜訓練）  

・ Ｅ ＲＣ  

・ Ｅ ＲＣへの伝わり やすい説明 

＜状況＞ 

電源復旧やプラ ント 状況等を、項目ごと に時系列に並べたメ モ

で説明しており 、 状況を把握し やすかっ た。  

＜反映案＞ 

Ｅ ＲＣへのプラ ント 状況説明時などは、項目ごと に整理し、Ｅ

ＲＣに伝わり やすい説明を継続して実施する。

【 継続実施】  

東北電力 

（ 女川訓練）  

・ Ｅ ＲＣ  

・ 先読みし た の報告の実施EAL  

＜状況＞ 

最初の や 発出のタ イ ミ ングにおいては、「 が使用不AL SE ○ ○

可になると ・ に至る」 など を先読みした報告が確実SE GE EAL

になさ れていた。  

＜反映案＞ 

先読みした の報告を継続し て実施する。EAL

【 継続実施】  
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２ ０ ２ ２ 年度 当社原子力防災訓練時の他電力の評価等を踏まえた対応 

視察場所 指摘事項 等  
反映状況 

本店 発電所  

川内原子力 
防災訓練 

（ ／ ）10 25  

玄海原子力 
防災訓練 
（ ／ ）2 28  

・ 訓練における要員の対応 

＜主な良好事例＞ 

・ 国と のＴ Ｖ会議の音声不調に対し ，Ｉ Ｐ 電話でリ カ バリ で

きていた。〔 川内〕  

・ 現場実働訓練において、 代替ホースの損傷を確認し た後、

時間的に早く 用意できる場所を選定し 、早期に本部に報告

し ていた。〔 川内〕  

・ 現場実働訓練において、現場に向かう 前に通話設備の通話

チェ ッ ク を実施し ていた。〔 玄海〕  

・ 車両誘導の際、 電子ホイッ スル及びジェ スチャ ーを駆使し

て、 運転手と 誘導者の連携（ 意思疎通） がしっ かり と 取れ

ていた。〔 玄海〕  

＜反映案＞ 

今後も、 訓練において状況を確認し必要に応じ改善を図る。

【 継続実施】  

年度訓練におい2023

ても、 実効性を確認

する

・ 状況に応じ たＥ Ａ Ｌ の報告 

＜主な気づき事項＞（ 川内訓練時）  

・ 最新のＥ ＡＬ 判断フ ロー図を用いてＥＲＣへの情報共有が

できていた。さ ら にＥ ＡＬ 情報の通報を適切に行う 改善と

し て、例えば１ ０ 条、 １ ５ 条のフ ァ ースト ヒ ッ ト以外のＥ

Ａ Ｌ で時限発報するものなど は最初から 判断フ ロ ー図を

使っ た説明は割愛する、 リ エゾン経由で情報共有する等、

事象の進展状況や当該ＥＡ Ｌ 情報の緊急性、Ｅ ＲＣプラ ン

ト 班の関心の有無等に応じ て、説明にメ リ ハリ をつける対

応も一案と 考える。  

＜反映案＞ 

優先順位を整理し 、状況に応じ たＥ Ａ Ｌ の報告を継続し て実

施する。  

【 継続実施】  

・ Ｅ ＲＣ対応ブース発話者への情報提供能力の向上

＜主な気づき事項＞（ 玄海訓練時）  

・ 発生時刻や判断時刻等「 時刻」 の発話がなく 、 から 問ERC

いかけら れる機会があっ た。  

＜反映案＞ 

発生時刻の記載欄を追加し た連絡メ モを用いた情報連携を

継続し 、 習熟を図る。  

【 継続実施】  

◎ ： 重点対応項目

〇： 検討・ 対応項目
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別紙４

Ｊ Ａ ＮＳＩ 原子力防災訓練発表会における良好事例等の反映

１ ． 概 要

全国の原子力発電所の実務者が一堂に会し 、 訓練計画・ 実施状況の発表と 質疑応答

を通じ て、 他発電所の良好事例の共有と 自所が抱える課題解決の糸口を掴むこ と を目

的と し た、 Ｊ Ａ ＮＳＩ 主催の第１ １ 回原子力防災訓練発表会における良好事例等を下

記のと おり 抽出し た。

２ ０ ２ ３ 年度訓練にて反映する内容は下線のと おり 。

２ ． 他社の良好事例等（ 参考と なっ た各社の取り 組み）

＜資料作成＞

・ 等のマク ロ 機能を活用し た資料作成の効率化Excel  

＜情報共有シート ＞

・ 情報共有シート に関するツールの充実に向けた検討（ システム化）  

＜状況付与＞ 
・ （ 基盤的防災情報流通ネッ ト ワーク ） を活用し た訓練の実施（ 状況付与等でSI P4D

の活用）  

＜その他＞ 
・ 避難訓練の充実 

以 上 
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